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1巻頭言

巻 頭 言

1995年兵庫県南部地震以降、わが国は地震活動期に

入ったと言われている。平成19年度版理科年表をみる

と、この地震以降、2005年の宮城県沖の地震まで12回

の被害地震があげられている。今年も3月には能登半島

地震が、7月には新潟県中越沖地震が発生し、毎年1回

以上の割合で被害地震を受けていることになる。これ

らの地震の発生位置は全国に分布し、わが国の中で地

震活動度が相対的に低いと考えられている地域でも発

生しており、日本のどこにでも被害地震はいつ何時発

生するかわからないということを立証している。

これらの地震で免震建物も強震の洗礼を受けたが、

期待通りの性能を発揮した。例えば、2004年新潟県中

越地震で震度6強が観測された小千谷市内に建つ病院付

属の老人保健施設は地上5階、地下1階の免震建物で、

免震層の上部では最大加速度が1/4に低減され、室内で

の物品の散乱はほとんどみられず、地震直後から避難

所として機能した。

皮肉なことに、病院自体は通常のRC造建物で、構造

的な被害に加えて、給排水設備やエレベータ、医療機

器の被害、カルテや資料などの室内物品の散乱がみら

れた。その結果、医療機関としての機能が失われ、外

来治療は1週間、入院治療は2週間、停止した。これら

のことから、災害時に拠点となる施設は地震直後の機

能維持が重要で、免震構造が有効な方策であることが

改めて認識された。

一方、本年7月の新潟県中越沖地震では、免震建物は

震源域付近にはなく大きな揺れに襲われなかったが、

地震工学上、大きな問題が生じた。東京電力の柏崎刈

羽原子力発電所は強い揺れに襲われ、著しい放射能漏

れは生じなかったものの、発電所内の施設は多くの被

害を受けたという問題である。ちなみに発電所構内の

地表で観測された地震動は最大加速度で約800cm/s2、最

大速度で約120cm/s、5%減衰の速度応答量（周期0.5～3秒）

で300cm/s程度の大きなものだった。

原子力発電所の耐震設計では、その発生が否定でき

新潟県中越沖地震から学ぶもの

翠川三郎東京工業大学

ない限界に近い大きさの地震による地震動を想定して

耐震設計を行い、周辺の公衆に対し著しい放射線被曝

のリスクを与えないことが基本とされている。また、

想定を越える場合も完全には否定できないので、十分

な設計余裕度が求められている。

今回の地震では、敷地のほぼ直下に発生した地震の

発生を事前に想定できず、設計用地震動を大幅に上回

る地震動に襲われた。設計上の安全余裕が考慮されて

いたために原子炉本体には放射能漏れにつながる重大

な被害はなく耐震設計上の安全目標は達成されたもの

の、付帯施設を中心に多くの被害が発生し、発電所と

しての機能が損なわれた。

問題点を整理してみると、①限界に近い地震という

ものを事前の調査でどこまで想定できるのか、②想定

された地震に対して、各種震源パラメータを適切に評

価し、どこまで地震動が正確に予測できるのか、③想

定を越える地震動の存在を考慮して、構造物側の安全

余裕をどこまで考慮すべきなのか、④原子炉本体だけ

でなく施設全体システムの耐震安全性についてどのよ

うに考えるべきなのか、などがあげられる。これらは

相互に関連があり、独立に議論できない面もある。し

たがって、これらについて、今後総合的な議論が進め

られなければならないところであろう。

免震建物は原子力施設とは重要度や要求される安全

目標が異なり、同じ土俵で議論がしにくいところでは

あるが、これらの問題から、免震建物の耐震設計にも

教訓として学ぶべきことがあるように思える。例えば、

③の「想定を越える地震動に対して安全余裕をどこま

で考慮すべきなのか」が免震建物にも気にかかるとこ

ろである。

兵庫県南部地震の際に建築基準法で想定されるもの

の2倍以上の地震動を受けても新耐震基準で設計され

た建物の多くは甚大な被害を受けなかったことから推

察されるように、適切に設計された通常の建物はある

程度の安全余裕を有している。この理由として、様々



なものが考えられ、十分な結論は得られていないが、

例えば、設計上考慮されていない雑壁の影響、基礎の

すべりや浮き上がりの影響などもあげられる。したが

って、安全余裕は陽だけでなく陰に考慮されている面

も少なくないようにみえる。

一方、免震建物の場合は、構造システムが明快で、

地震時に建物はほぼ設計通り挙動することが地震観測

結果などから指摘されている。このことは、設計上考

慮されていないファクターによる安全余裕はほとんど

期待できず、安全余裕はより積極的に考慮すべきもの

ということになる。

免震建物の耐震性能目標のうち、免震装置に対しては、

ごく稀に発生する地震動（最大地動速度で50～80cm/s程

度が目安）に対して免震装置の変形は性能保証限界以

内で引張面圧は1N/mm2以内というのが一般的である。

ごく稀に発生する地震動をどの程度上回っても耐震性

能目標が確保されるかという余裕度の検討を行うと、

その余裕度は建物によって異なるが、1.1～1.5倍の場合

が少なくないようにみえる。

それでは、この倍率を上回る地震動に遭遇した場合、

免震建物はどうなるのであろうか？　免震装置の変形

が性能保証限界を越えても直ちに装置が破断するわけ

ではないが、変形が免震建物のクリアランスを越えて、

側壁と衝突するであろう。衝突時の速度が小さければ

大きな問題にはならないであろうが、衝突後の建物の

挙動はどのようになるのであろうか。また、引張面圧

が大きくなり、ある免震装置が破断した場合、残った

免震装置に応力が再配分されるので、たちどころに不

安定になるとは限らないが、その後の挙動はどのよう

になるのであろうか。

危機管理の手順として、①最悪の事態を想定し、ど

んな危険が存在するのかを認識し、②それに対してあ

る安全目標を立てて、③考えられ得る対策を列挙し、

④それらから適切なものを選択し、⑤実行する、が挙

げられる。耐震設計の問題にあてはめれば、まず、最

悪の事態として、ごく稀に発生する地震動として規定

されたものを越える地震動の存在を意識し、その際の

建物の終局挙動を設計者がイメージすることも必要と

なろう。

耐震設計の実務において、各設計者はそれぞれの経

験に基づいた相場感を持って、この安全余裕の問題に

ついて意識しながら設計しているのであろうが、もや

もやとしたものも感じているのではないだろうか。安

全余裕について、より高い説明性や合理性を求めてい

く必要があるように思える。このことは免震建物に限

らないことではあるが、構造システムが明快でかつ耐

震安全性に対して社会的期待の高い免震建物について

は特に必要になってくるであろう。

このようなことを述べていくと、そもそも設定され

た入力地震動に不確定性が大きく、その不確定性を定

量的に研究者がはっきり提示してくれないから困るの

だとお叱りを受けることになる。確かに、自分自身も

含めて地震動研究者は予想される地震動の平均的な特

性について主に研究を進めてきた。しかし、そのバラ

ツキについてはこれからの課題の部分が多く、今後研

究を進めなければならない点であると自覚している。

その一方で、地震という現象は複雑で一筋縄ではいか

ない面も多い。

したがって、この安全余裕の問題は地震動研究者側

からも直ちに明快な答えがあるわけでなく、簡単には

解決できそうなものではないが、これを契機に、構造

設計者と地震動研究者がさらに対話を深め、大地震時

の地震動に対するより正しいイメージを持つことが出

発点となるのではないだろうか。免震建築の耐震安全

性に対する社会の期待や信頼は大きい。その信頼に答

えるためにも、安全余裕に関する説明性や合理性を高

め、さらに安全で安心な免震建物の設計につながるこ

とを願っている。
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3免震建築紹介

1 はじめに
本建物は、「緑豊かな周辺環境と調和した計画」、

「南側の大使館の庭を借景とした空間」、「雁行配置

による変化に富んだファサード」をコンセプトとし

ている。敷地条件、建物形状ともに複雑な形態の中

で、内部空間の建築計画の自由度と外部への高い開

放感を確保しながら、高い耐震性を確保するために、

免震構造を採用している。

2 建築概要
建物概要を以下に、建物パースを図1に示す。

建 築 地：東京都港区南麻布4丁目10番地10

建 築 主：株式会社シンプレクス・インベストメ

ント・アドバイザーズ

建物用途：共同住宅（賃貸）

建物規模：地下2階、地上5階

建築面積：1,153.13m2

延床面積：5,144.89m2

建物高さ：14.94m

軒　　高：14.32m

階　　高：3.05m～3.21m

構造種別：鉄筋コンクリート造

構造形式：壁式構造

基礎形式：杭基礎（場所打ちコンクリート杭）

設計監理：株式会社竹中工務店

施　　工：株式会社竹中工務店

3 構造計画概要
本建物は、地上5階の共同住宅で、X、Y両方向と

も、壁式構造としている。高い天井高を確保するた

めに住戸内には極力壁梁を設けずに、耐力壁とフラ

ットスラブとで構成されたフラットプレート架構と

した。戸境壁及び外壁を有効に利用し、住戸内の耐

力壁を最小限とし、プランの自由度を向上させてい

る。また、敷地内に高低差があるため、構造上は地

上6階建てとなり、壁式構造の仕様規定の適用範囲

外となる等、通常の壁式構造とは異なる事から、免

震構造を採用して、その実現を図っている。

平面形状は、東西方向53.5m、南北方向32.0mで南

側部分が雁行した形状となっている。断面形状は地

上5階、地下2階で、3階から5階にかけてセットバッ

クを有した形状となっている。階高は地下階が

3.21m、1階が3.11m、2階が3.05m、3階が3.20m、4階、

5階が3.15mとなっている。

形状的な特徴は、平面的に雁行し、断面的にもセ

ットバックを有している事、1階に2層吹抜け部を有

している事、屋根スラブに8.0×12.0mの比較的大ス

パンの、梁が無いスラブを有している事である。大

スパンスラブについては変形制御の目的でプレスト

免 震 建 築 紹 介

（仮称）南麻布四丁目計画

図1 建物パース

澤田　勝
竹中工務店

太田 博章
同

池上　豊
同



レスを導入している。

図2、図3に代表的な伏図、軸組図を示す。

上部構造の主要材料は、

コンクリート強度：Fc＝27N/mm2

鉄　　筋　　　　：SD345（D19～D25）

SD295A（D10～D16）

を用いており、また、主要な部材断面は、

スラブ厚：t＝150～300mm

最下層梁：b×D＝400×1300mm

壁　　厚：t＝180～250mm

としている。

免震装置は各耐力壁下に鉛プラグ挿入型積層ゴム

支承（株式会社ブリヂストン製600φ～750φ）42基

を地下2階及び地下1階の床と基礎との間に設けてお

り、建物と免震層外周の擁壁の間には、水平方向

50cm、鉛直方向5cmのクリアランスを設けている。

最下階床下には高さ1.8mの空間を設け、免震装置の

点検用ピットとしている。

免震装置の配置を図4に示す。

基礎底レベルは地下1階で約GL－7.2m、地下2階

部分で約GL－10.5mであり、基礎はGL－20m付近の

N値50以上の砂礫層を支持層とする軸径1300φの場

所打ちコンクリート杭（アースドリル工法および拡

底アースドリル工法：拡底径1800～2000φ）を各免

震装置直下に配置し、厚さ500mm～900mmのマット

スラブで緊結した構造としている。

隣接する敷地及び周辺道路、又計画敷地内におい

ても地盤のレベルに高低差があり、北側及び東側か

らの片土圧を受けることになる為、基礎はこれらに

対しても安全であるように設計している。

4 構造設計概要
応力解析は、全体構造を、免震層を介して上部構造

（地下2階床～5階屋根）と下部構造（免震層床～基礎）

に分離し、それぞれの構成部材を線材および面要素

としてモデル化し、立体架構弾性解析を行った。上部

構造は、部分的な地下2階と地下1階より上部の架構

から構成されるが、これらを一体化した解析モデル

とした。また、下部構造・基礎構造については、基礎

版（マットスラブ）に加え、建物外周の擁壁および

杭－地盤系を一体化したモデルにより解析を行った。

解析モデルのイメージ図を図5、図6に示す。
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図3 12通り軸組図

図2 3階床伏図

図4 免震装置配置図



5免震建築紹介

設計用地震荷重は、地震応答解析によって定めた。

また、基礎の設計においては、地下震度をK＝0.3と

して検討した。

上部架構の設計は、レベル2地震動に対して短期

許容応力度以内とした。フラットスラブの設計は、

平板モデルによる有限要素法解析結果により行っ

た。耐力壁の設計に用いる面内の応力は、当該部分

の各要素の断面力の合計により求め、日本建築学会

「壁式鉄筋コンクリート造計算規準・同解説」に準

拠した。部分的に設けられた壁梁は線材として解析

しているので、得られた応力を用いて、日本建築学

会「壁式鉄筋コンクリート造計算規準・同解説」に

準拠して断面設計をおこった。また、上下で壁が連

続せず、直交する壁に支持させている個所について、

局部的な応力に対しても断面検定を行い、安全性の

確認を行った。

5 地震応答解析
水平方向の設計用地震動として、稀に発生する地

震動6波、極めて稀に発生する地震動7波を用いた。

告示スペクトル適合波3波は位相特性として、一様

乱数、1995年兵庫県南部地震及び1993年釧路沖地震

の観測波形を採用し、当該敷地の地盤を考慮して、

稀に発生する地震動、極めて稀に発生する地震動と

してそれぞれ作成した。地域特性模擬波は極めて稀

に発生する地震動として1923年の南関東地震の断層

モデルを考慮した関東波を作成した。また既往観測

波からEL CENTRO 1940 NS, TAFT 1952 EW,

HACHINOHE 1968 NSを選定し、稀に発生する地震

動として最大速度25cm/s、極めて稀に発生する地震

動として最大速度50cm/sの値で基準化した3波を採

用した。

図5 上部構造の全体解析モデルのイメージ図

図6 下部構造の解析モデルのイメージ図

表1 設計用入力地震動

図7 局部応力検討用1スパン応力図の一例

図8 検討に用いた要素応力



また、免震材料のばらつき、上部架構の剛性低下

を考慮した解析をおこない、上部架構の応力が短期

許容応力度以内であることを確認した。上下動と水

平動の同時性を考慮するため、上部構造の総質量の

1.3倍に相当する荷重による軸力と水平動による圧

縮力を加算、および上部構造の総質量の0.7倍に相

当する荷重と水平動による引張力を加算して免震材

料の面圧の検討を行い、安全性を確認した。さらに、

免震材料のばらつき、免震層のねじれ、上下方向地

震動を考慮して45度方向地震時の検討を行った場合

でも、免震材料の変形は、面圧を考慮した性能保証

変形範囲内となっていることを確認した。

6 おわりに
本建物は、開放性、内部空間の自由度、高い耐震

性を壁式フラットプレート架構に免震構造を組合わ

せる事で実現している。
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建築物の振動系モデルは、免震層床位置を固定と

した多質点等価せん断型モデルとした。上部架構の

各層の剛性は、静的解析に基づき設定した等価せん

断剛性を用いた。このとき、X,Y各方向毎に並進モ

デルでの静的解析をおこない、得られた層間変形角

から、各方向毎のせん断剛性を算出して、水平動の

地震応答解析に用いた。45度方向の影響はX、Y方

向の解析結果を合成することで検討し、安全性を確

認した。

また、免震層のねじれ振動の影響を検討するため

に、ねじれ検討用振動解析モデルを用いた地震応答

解析を行った。解析モデルは、上部構造、免震層と

も水平2方向（X・Y方向）と回転1方向（θ方向）の自

由度を考慮する。免震装置は、各座標位置で各免震

装置に応じた復元力特性を設定した。

入力地震動は、一方向並進モデルにおける検討で

応答が卓越した告示波（神戸位相）を採用し、入力レ

ベルはレベル2とした。上部架構の剛性は、X、Y水

平方向については、並進モデルによる静的解析結果

をもとに算出した値を用い、ねじれ剛性は立体解析

モデルをもとに算出した値を用いた。

表2 地震応答解析の目標値

図9 ねじれ応答解析モデル

図10 免震装置の面圧－歪関係（700φ、750φの結果）

写真1 フラットプレートの施工時（躯体）内観



2007年6月に竣工したばかりであるが、建物外観、

内部空間のデザイン性に優れ、かつ、建築・構造・

設備の調整のとれた機能性を備えた優れた作品が生

まれたものと自負している。

これは、建築主をはじめ、設計、施工に関係した

皆様のご協力の賜物であり、皆様方に厚く御礼申し

上げます。

*1：小川泰祐撮影

7免震建築紹介

写真2 完成時内観*1
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1 はじめに
日産先進技術開発センターは、実験棟、パワープ

ラント棟、事務・厚生棟からなり、将来の自動車の

あり方を見据え、先端技術を駆使して研究開発を行

う「先進技術開発」の拠点である。

本施設は、厚木の緑豊かな環境を活かしながら、

先進技術開発業務にとって望ましいワークプレイス

として、「感性に働きかける心地良い刺激のあるワー

クプレイス」「コミュニケーションを活性化するワー

クプレイス」「自然の恵みを大胆に活用するワークプ

レイス」の3つのコンセプトのもとに計画された。

このうちの事務・厚生棟について、免震構造の採

用により、設計コンセプトを「ガラス大屋根架構に

覆われた雛壇状建物」として実現している。

2 建築概要
北に向かって緩やかにステップするワークプレイ

スが、日射を遮蔽しながら眺望を確保するメンテナ

ンスデッキ兼用のルーバーを持つトップライトに覆

われ、周囲の緑や空の微妙な変化を感じ取れる心地

良い刺激に溢れるとともに、雛壇状の形態により、

上下間のコミュニケーションを活性化するオフィス

空間を創出している。

建 物 名 称：日産先進技術開発センター

事務・厚生棟

建　築　主：日産自動車株式会社

建　設　地：神奈川県厚木市森の里青山

敷 地 面 積：117,994.77m2

建 築 面 積： 15,988.59m2

延 床 面 積： 69,471.94m2

階　　　数：地上7階　地下1階　塔屋2階

最 高 高 さ：GL＋41.24 m

用　　　途：事務所、駐車場

構 造 種 別：屋根　S造

地上　柱CFT造 梁S造（一部SRC造）

地下　RC造

基礎　直接基礎＋杭基礎

構 造 形 式：地上　ブレース付ラーメン構造

地下　耐震壁付ラーメン構造

設計・監理：株式会社日本設計

施　　　工：清水建設株式会社

工　　　期：2005年9月～2007年4月

免 震 建 築 紹 介

日産先進技術開発センター　事務・厚生棟

写真2 建物内観（ガラス大屋根）

写真1 建物外観

西川 大介
日本設計

人見 泰義
同



3 構造計画概要
3.1 構造概要

本計画では、地下1階駐車場の柱頭に免震装置を

配置した中間層免震を採用することにより、以下の

目的を実現している。

○雛壇状の架構をねじれから解放

○スレンダーなガラス大屋根架構

○耐震性能の向上

本建物は、地下1階から地上2階の低層部が約

100m×100mの平面形状を有し、2階から上へいくに

従い北側が1スパンずつセットバックする雛壇状の

架構を、透明感のあるトップライトとこれを支持す

るスレンダーで軽快な屋根架構が覆っている（図1）。

9免震建築紹介

基礎は、GL－5.0～－40.0mに存在する凝灰角礫岩

を支持層として、直接基礎＋杭基礎の併用基礎とし

ている。直接基礎はマットスラブおよび独立フーチ

ング基礎とし、杭基礎は場所打ちコンクリート杭と

している。

地震力は、極めて稀に発生する地震動による動的

解析結果に基づき設定した。

風荷重は、以下の設計条件を考慮・検討するため、

風洞実験結果に基づき設定した。

○約24度の勾配をもつガラス大屋根の採用

○大面積のガラスカーテンウォールの採用

○地形の影響

また、ルートCによる耐火検証を行い、大屋根架

構、CFT柱を無耐火被覆とし、免震装置を厚さ

50mmの耐火材で被覆している。

図1 構造概要説明図

写真3 建物内観（ワークプレイス） 写真4 建物内観（アトリウム）
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3.2 本体架構の計画

本体架構は、免震効果を最大限に発揮する柱配置

計画、1～3階の駐車場計画、4～7階の事務所計画を

整合させるために、駐車場階と事務所階で異なる架

構形式を採用した（図2）。

駐車場階は、8.55m×17.1mグリッドとして柱本数

を減らすことで、免震装置に適切な軸力を負担させ、

より大きな免震効果を得るものとした。車路計画に

より、Y方向がロングスパンとなるが、方杖ブレー

スを採用することで、有効スパンを小さくして梁せ

い、階高を抑えるとともに、水平力にも抵抗する

（写真6）。方杖ブレースは、長期荷重を負担するこ

とから、耐火性能および座屈補剛性能を併せもつ

RC被覆アンボンドブレースとした。X方向には、必

要な水平剛性と耐力を確保できる角形鋼管ブレース

を採用した。

事務所階は、フレキシブルで連続性のある無柱空

間とするため、X方向が25.65mのロングスパンとなり、

その両側はブレースを配置したコアで構成される。

ロングスパン梁は、梁端部の曲げ応力が非常に大

きいため、鉄骨梁およびRCスラブの重量は梁端部

がピン接合の状態で受け、梁端部の曲げ応力を一部

梁中央に負担させ、梁端部応力を軽減している。尚、

ロングスパン梁については、長期荷重、極めて稀に

発生する地震動時の動的解析により得られた地震荷

重（水平および上下）の組み合わせ応力に対して、梁

端部および中央に塑性ヒンジが発生しないことを確

認している。

コア部のブレースは、X、Y方向ともに、水平剛

性を確保し応答性状を改善するため、極低降伏点鋼

LY－100を用いた二重鋼管座屈補剛ブレースを採用

している。見えがかりとなるため、意匠性を考慮し

て外径φ216.3の円形鋼管とし、端部をピンディテ

ールとしている（写真7）。

柱梁接合部は、免震構造で梁端部に大きな塑性変

形が生じないこと、CFT柱のコンクリート充填性を

考慮して、外ダイアフラム形式のEGコラム工法を

採用した。

3.3 ガラス大屋根架構の計画

ガラス大屋根架構は、円形鋼管の下弦材、角形鋼

管の上弦材および束材からなるフィーレンデール梁

を8.55m×2.35mグリッドに組んだ単層構造としてい

る。また、ガラスを支持するとともに、フィーレン

図2 駐車場階・事務所階の架構計画

写真5 建物内観（事務室空間） 写真6 RC被覆アンボンドブレース



デール梁の座屈補剛および変形制御のため、上記グ

リッドを4分割（＠2137.5）する位置の上弦材レベル

に繋ぎ材を設けている（図3）。

梁・梁接合部は、下弦材で、交差部シームレス鋼

管φ216.3×28に対して、勾配方向φ216.3×12と直

交方向φ139.8×10が取り合う。上弦材では、交差部

無垢材□－100×100に対して、勾配方向□－100×

100×12と直交方向□－100×100×9が取り合う。

大屋根架構は、本体架構を雛壇形状に沿って斜め

に覆い、本体架構から立ち上がるY字柱で支持され

ている。Y字柱の分岐部には、意匠性と屋根からの

応力伝達を考慮して鋳鋼を用いている（写真8）。

大屋根架構に作用する地震力は、Y字柱の剛性が

方向により大きく異なるため、強軸（Y字柱面内）方

向についてはY字柱で負担し本体架構に伝達する。

弱軸（Y字柱面外）方向については、大屋根架構の最

上部および最下部で本体架構と取り合う耐震要素に

より本体架構に伝達する。このとき、本体架構のコ

ア直上に設けたブレースにより屋根の面内剛性を確

保し、応力伝達を可能にしている（図4）。
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写真7 二重鋼管座屈補剛ブレース

写真8 建物内観（Y字柱、鋳鋼）

図3 大屋根架構詳細

写真9 建物内観（ガラス屋根、ルーバー）

図4 大屋根架構の応力伝達



3.4 免震層の計画

免震装置は、長期荷重時の軸力に応じて、鉛プラ

グ入り積層ゴム（111基）と直動転がり支承（20基）を

配置し、免震層におけるねじれが小さくなるように

計画している（図5）。

免震装置取り合いは、柱軸力がスムーズに伝達さ

れるよう、免震装置上部アンカープレートに対して

鉄骨柱をメタルタッチとしている。精度確保のため、

免震装置に取り合う1FLレベルの大梁はすべて高力

ボルト接合としている。また、せん断力と付加曲げ

に対しては、RC造フーチングを介して、鉄骨から免

震装置へと応力伝達させるディテールとした（図6）。
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4 地震応答解析
4.1 設計方針

建物の設計用地震力は、極めて稀に発生する地震

動による予備応答解析結果に基づき設定し、各部材

の静的設計を行う。また、表1に示す耐震性能目標

を設定し、動的解析により建物の安全性を検証する。

4.2 解析モデル

振動解析モデルは、免震層下部を固定として各階

重心位置に質量を集約した14質点系（本体8質点＋大

屋根6質点）の等価せん断型モデルとする（図7）。地

震動は、基礎および地下構造が十分に剛なものとし

て免震層直下のB1階柱頭位置に入力する。

設計用入力地震動の諸元を表2に、応答スペクト

ルを図8に示す。

図6 免震装置取り合い詳細

写真10 免震装置（柱頭免震、耐火被覆）

表1 耐震性能目標

図5 免震装置配置図



4.3 応答解析結果

免震材料のばらつきを考慮して検討を行った結

果、極めて稀に発生する地震動時において、耐震性

能目標を満足することを確認した。

特に、免震層の応答変位については、支持層の傾

斜による入力の位相差、併用基礎によるねじれを考

慮した立体フレームモデルによる解析を行い、隅角

部でも40cm以下となることを確認した。

4.4 大屋根架構の検討

水平方向の地震力は、図7のモデルを用いた極め

て稀に発生する地震動時の応答解析結果より、水平

震度Kh＝0.3としている。上下方向の地震力は、大

屋根架構が本体架構のロングスパン梁陸建柱に据付

けられることから、立体フレームモデルを用いた上

下動解析結果より上下震度Kv＝1.0としている。ま

た、本体架構に合わせて挙動することによる強制変

形を考える。以上より、［固定荷重］＋［水平震度

Kh＝0.3］＋［上下震度Kv＝1.0］＋［本体架構からの強

制変形］を設計用組み合わせ外力として、短期許容

応力度設計を行っている。このとき大屋根架構の積

載荷重は無視している。屋根の面内変形角は、稀に

発生する地震動時で1/300、極めて稀に発生する地

震動時で1/150以内としている。

5 おわりに
設計コンセプトをご理解いただき、本計画を実現

させることができたことを建築主に深く感謝致しま

す。また、清水建設をはじめとする工事関係者の皆

様に深く感謝致します。
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図7 質点系振動解析モデル

図8 擬似速度応答スペクトル（h＝5%）

表2 設計用入力地震動諸元

写真12 建物外観（東面全景）

写真11 建物内観（エントランス）
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1 はじめに
浦安市消防本部・署庁舎は浦安市の防災拠点であ

る現消防署の建て替え計画として、現在建設中の施

設である。

施設は消防の主な機能を有する庁舎棟と訓練用の

施設である訓練棟から構成されている。

庁舎棟は市の防災拠点として、地震災害時にも災

害活動拠点となり得る高い耐震性を確保するために

免震構造を採用している。

2 建物概要
建 築 主：浦安市

建 設 地：千葉県浦安市猫実

設計監理：浦安市・（株）久米設計

施　　工：大成建設（株）

規　　模：地上4階

構造種別：RC造（梁、現場打ちPC造）

延べ面積：5264.67m2

軒　　高：17.26m

3 構造計画概要
（1）上部構造（免震層上部の架構）

地上4階のRC造の建物である。1階に消防車の車

庫があり、車両高さの関係より2層の吹き抜けとな

っている。また柱間に3台の消防車両を駐車させる

条件から12.8×6.4mとRC造としては比較的大きなス

パン構成となっており、X方向は1階からR階まです

べての大梁をプレストレストコンクリート造とした

純ラーメン架構とし、Y方向は耐震壁付ラーメン架

構としている。

（2）免震層

1階床下を免震層とする基礎免震構造であり、35

台の支承と13台の減衰装置で構成している。

免震層のクリアランスは60cmとしている。

採用した免震装置は表1のようになっている。

（3）基礎構造

敷地は東京湾の埋め立てによる造成地に位置して

おり、埋立後25年以上が経過した土地である。

敷地での常時微動観測の結果得られた卓越周期に

よると、2種地盤と判定される地盤である。土質は、

表層の盛土の下部にGL－10m付近まで緩い砂層があ

り、そこからGL－36m付近まで軟弱な粘性土層が堆

免 震 建 築 紹 介

浦安市消防本部・署庁舎（庁舎棟）

写真1 建物外観

内山 晴夫
久米設計

吉成　裕
同

表1 免震装置一覧



積している。（図4）

上部の砂層は建築基礎構造設計指針（日本建築学

会）の液状化の検討によると350cm/s2の入力に対し

FL≦1となり、液状化の危険があると判定される地

層である。

基礎は杭基礎およびマットスラブ基礎（一部基礎

梁形式）としており、杭の支持層はGL－37.2～39.2m

のN値50以上となる細砂層としている。

杭種は場所打ち鉄筋コンクリート杭、工法はアー

スドリル拡底工法とし、液状化対策として杭頭鋼管

巻としている。
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図3 免震層伏図

図4 ボーリング柱状図

図1 略伏図

図2 略軸組図
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4 構造設計概要
（1）設計方針の概要

構造設計のルートは時刻歴応答解析に関する性能

評価を経て大臣認定を取得するルートである。

災害時の拠点として、機能維持の観点から、耐震

設計目標は表2のように設定している。

地震波は告示3波（告示H, K, R）と既往の観測波3波

（El Centro NS、Taft EW、Hachinohe NS、25kine、

50kineに基準化して使用）の6波とした。

また、中央防災会議の「首都直下地震対策専門調

査会」で検討されている、東京湾北部地震について

も、公開されている加速度の時刻歴波形を基に参考

波として余裕度確認の位置づけで検討を行った。

工学的基盤については、告示波はVsが概ね400m/s

となるGL－70mを工学的基盤とした。東京湾北部地

震はVs＝700m/sを工学基盤とした場合の地震波であ

るため、既往の調査結果・文献などからGL－380m

を工学的基盤とした。

敷地地盤は、液状化地盤のため、設計当初より液

状化対策が課題であった。敷地全体に建物を建てる

計画であり、地盤改良を行うには余改良が行えない

ことやコストなどの理由から、地盤改良などの液状

化対策工を施さず、杭により抵抗する方針とした。

設計にあたっては、地震波の増幅を評価する際に、

地盤条件の変動を考慮して、液状化を考慮しない解

析（SHAKEによる）と液状化を考慮する解析（有効応

力解析による）の2通りの方法で地震波を作成し検討

を行った。

杭は、慣性力による応力と、応答変位法により算出

した地盤変位による応力を考慮して設計を行った。

（2）免震装置の設計概要

免震装置の配置は図3のようになっている。支承

はLRB、NRBを主に使用し長周期化を目的に弾性す

べり支承を配置するほか、引抜き対策用にCLBを用

いている。1次固有周期は、ダンパーを除いた積層

ゴムのみの周期で4秒以上を目標とした。

減衰装置は中小地震から大地震まで有効に減衰力

を発揮することを目的に、LRBの鉛プラグ、U型ダ

ンパー、オイルダンパーと複数の種類の装置を配置

している。

（3）時刻歴応答解析の概要

振動モデルは、免震層下部を固定とした5質点系

等価せん断型モデルとし、免震層は免震装置の種類

ごとに集約したせん断バネとダッシュポットでモデ

ル化している。

建物の固有周期を表3に示す。免震層の剛性を

250%変形時の等価剛性（ダンパーを含む）とした場

合の1次固有周期は3.3秒程度となっている。

建物の応答は液状化を考慮しない場合の地震波で

応答が卓越する結果となった。図5, 6に極めてまれ

に発生する地震動時と東京湾北部地震時の代表的な

応答解析結果を示す。なお、設計用のベースシア係

数はX方向で0.185、そのほかの方向で0.175である。

図5 極めてまれに発生する地震動の応答解析結果

表2 耐震設計目標

表3 固有周期一覧表（秒）



（4）杭設計の概要

杭は軸径1,400φ、拡底

径1,600～2,200φの場所打

ちコンクリート杭である。

水平力は、杭頭慣性力

と地盤変位を考慮した応

力について検討した。解

析モデルは、杭と地盤の

非線形バネにより構成し

ている。（図7）

杭の応力は、液状化を

想定した場合に最大とな

り、断面が決定された。図

8，9に想定した地盤の変

位を示す。

図10，11に有効応力解析の結果から、最大応答せ

ん断ひずみの分布と間隙水圧比の時刻歴を示す。告

示Kでは15秒前後からどの層も間隙水圧比が80%以

上となっており、液状化の程度が大きい結果となっ

た。またせん断ひずみも15%以上を示している。

5 施工報告
免震装置の下側プレート下部のコンクリートは圧

入施工とし、試験打設により充填性、および配合計

画の妥当性を確認した。（写真2，3）

敷地は埋立て前の旧海岸線付近に位置しており、

敷地境界内側に地中障害として旧護岸が埋設されて

いるなど仮設施工や一部杭施工に護岸解体の工事を

必要としたが、大きな問題もなく、本年末の庁舎棟

竣工に向けて順調に施工中である。（写真4）

6 おわりに
当施設は、消防本部・消防署としての役割の他、

市の防災拠点として、さまざまな自然災害に対する

防災啓発など市民に開かれた消防署として意図され

た建物であることを付け加えておく。

計画・設計・施工にあたり御指導いただいた浦安

市消防本部および浦安市財務部営繕課をはじめ関係

各位には、この場を借りて謝意を表する。
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図6 東京湾北部地震の応答解析結果

図7 杭のモデル図

図8 液状化を考慮しない場合の地盤変位

図10 間隙水圧比の時刻歴（告示K）

図11 最大応答せん

断ひずみの分布

写真2 試験打設状況

写真4 免震装置設置後全景

写真3 コンクリートの充填性

確認状況

図9 液状化を考慮した場合の地盤変位
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図3 免震部材配置図

1 はじめに
常楽院は、1717年に創建された臨済宗建長寺派の

寺院で、今回、新たにケヤキ造りの本格的木造伝統

建築と免震構造のコラボレーションによる寺院が建

設された。

木造伝統構法は、現在の構造設計方法とは異なり、

経験的な手法により設計されている場合が多い。一

般的に木造伝統構法は、比較的剛で重い瓦葺の小屋

組を、組物を介して柱と貫の軸組で支える構造とな

っているが、柱と小屋組は他の構造のように緊結さ

れていない。また、大広間を中心に持つ寺社建築は、

壁等の水平抵抗要素が少なく、非常に剛性が低い構

造となっているので、近年の兵庫県南部地震や鳥取

県西部地震でも伝統的な寺社建築の倒壊が見られ

た。しかし、これらの木造伝統建築に対して一般的

な構造設計を適用することは困難である。

建築物概要

建 設 地　東京都立川市

建 築 主　常楽院建設委員会

設　　計　片野建築設計事務所（伝統木造部分）

三井住友建設株式会社（免震構造）

施　　工　戸張工務店（伝統木造部分）

三井住友建設株式会社（基礎・免震部分）

用　　途　寺院

建物規模　地上1階

建築面積　421.78m2（基礎・免震部分）

延床面積　330.14m2（基礎・免震部分）

最高高さ　設計GLから11.9m

構造種別　上部構造：木造伝統構法

基　　壇：鉄筋コンクリート造

下部構造：場所打ちコンクリート杭

斎藤　一
鹿島建設

小山　実
大成建設

常楽院
免 震 建 築 訪 問 記 ― 63

図1 南立面図

図2 断面図



免震建築訪問記－ 63

2 建物概要と構造の特長
三井住友建設設計本部の徳武エンジニアより免震

設計について以下の説明がなされた。

木造伝統構法による建物は、小屋組と組物、柱、

柱と貫の接合部と壁による5つの構造要素に分類で

きる。小屋組は比較的剛であるので重量のみを考え、

柱と柱―貫の接合部と壁の特性を評価し、個々の要

素の水平耐力の足し合わせにより上部構造の耐震性

能を評価している。

寺院建築においては、一般建築と比較して壁の水

平抵抗が少なく、また、柱の大きさに比較して貫の

大きさが小さいため、柱と貫の接合部の耐力もさほ

ど大きくない。結果的に柱の傾斜復元力が上部構造

の主な水平抵抗要素となっている。

写真1は大広間、写真2は本堂正面の外観、写真3

は本堂周囲の雨だれ部に敷かれた砂利を水平方向の

可動範囲に敷いている様子を示す。

本建物のクリアランスは図4に示すように、水平

方向900mm、上下方向20mmとしている。

3 免震部材と免震効果
免震装置には、免震機能としてCLB（転がり支承

交差型免震部材）を20基、復元機能としてNRR（積層

ゴム）3基を正三角形に配置し、減衰機能として鉛ダ

ンパー1基を建物の重心位置に設けている。（図3参

照）尚、積層ゴムと鉛ダンパーは荷重を支持してい

ない。

免震部材が300mm変形した場合の等価周期は、

6.4秒、600mm変形時が8.5秒で、上部構造のみの固

有周期は両方向とも1.1秒とのことである。

極めて稀に発生する地震動に対して、最大応答加

速度は100gal以下で入力地震動の最大加速度に対し

て1/5以下となり、最大応答層間変形角は1/70程度で

あり、一般の建物に比較して大きな値となっている

が、設計目標の転倒限界時層間変形角の1/13以下に

収まっている。また、免震部材の最大応答変位は

300mm程度で、積層ゴムの線形限界（725mm）以下

である。

19

免 震 建 築 訪 問 記 ― 63

写真2 外観

写真3 免震稼動部

写真1 建物の内部

図4 免震クリアランス部



4 見学記
常楽院を見学させて頂いた折、千葉住職殿より

本堂正面の4枚戸腰板の彫刻「手挟みの菊」や多く

の組子について貴重なお話を伺い、千葉住職と多く

の職人の情熱とこの木造伝統建築に対する思いを強

く感じ、この建物は建築に携わる多くの技術者や設

計者をも勇気付ける作品であると確信しました。

おわりに
最後に、貴重な時間を割いてご案内いただき、貴

重なお話をお聞かせ下さった

紫雲山常楽院第九世住職　千葉様

三井住友建設　設計本部　徳武様

齊木様

浮邉様

免制震ディバイス　　　　小倉様

に厚くお礼申し上げます。
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免 震 建 築 訪 問 記 ― 63

写真4 積層ゴム（3基）

写真5 鉛ダンパー（1基）

写真6 直動転がり支承交差型免震部材（20基）

図5 地震応答解析結果（レベル2相当時）

写真7 千葉住職様、徳武様と訪問メンバー



シリーズ「免震部材認定」－ 88  21
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シリーズ「免震部材認定」ー 89
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2 建物概要
建築概要および軸組図を表2、図2に示す。詳細は

既報2）に記しているので本稿では割愛する。

平成19年新潟県中越沖地震における
小千谷市内免震建物の地震観測記録

特 別 寄 稿

三菱地所設計 溜　正俊

1 はじめに
平成19年（2007年）7月16日10時13分頃、新潟県上

中越沖を震源とする地震（平成19年新潟県中越沖地

震）が発生した。気象庁によると、この地震の諸元1）

は表1の通りである。また、本震時の震度分布1）を

図1に示すが、新潟県柏崎市、刈羽村、長岡市、長

野県飯縄町では震度6強を観測した。

この地震における新潟県小千谷市の震度は5強～6

弱であった。市内に建つ免震建物（小千谷総合病院

老人保健施設「水仙の家」）では、地震計によって地

震記録が観測されたので、速報として報告する。な

お、本建物は2004年新潟県中越地震時にも地震記録

が得られ、充分な免震効果が確認されたことは、既

報2）の通りである。

図1 震度分布

図2 軸組図

写真1 建物全景

表1 地震の諸元
表2 建築概要
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特 別 寄 稿

3 地震記録
免震建物の免震層下部（免震ピット階）での加速度

波形、速度波形、減衰定数5％応答スペクトル（擬似

速度、加速度）を図3、図4に示す。今回の地震は告

示1461号の「稀に発生する地震」と「ごく稀に発生

する地震」の中間程度の強さである。

免震層下部と上部（1階）での加速度記録の比較を

図5に示す。最大加速度は、NS成分では0.47倍、EW

成分では0.78倍、UD成分では1.2倍となっている。

図6に免震層の変位軌跡を示す。免震層変形は

0.05Hz以上のハイパスフィルターを周波数軸上で施

した後積分して求めた。免震層変形はNS方向、EW

方向でそれぞれ5.5cm、6.4cmであった。

図4 擬似速度スペクトル、加速度スペクトル
L1：国土交通省告示1461号「稀に発生する地震」
L2：国土交通省告示1461号「ごく稀に発生する地震」
I ：道路橋示方書レベル2地震動（タイプII），I種地盤
II ：道路橋示方書レベル2地震動（タイプII），II種地盤
III：道路橋示方書レベル2地震動（タイプII），III種地盤

図3 免震層下部観測波形
上から順に、加速度波形（NS、EW、UD）、速度波形（NS、EW、UD）



4 まとめ
平成19年新潟県中越沖地震における免震建物の地

震観測記録から、免震装置により水平方向の加速度

が低減されたことが確認できた。また、地震後、内部

什器を含め建物に被害がなかったことを付記する。

なお、本建物は3年前に震度6強（観測最大加速度

808gal）の新潟県中越地震およびその余震多数を受

けており、本記録は、大地震を経験した免震装置が

その後の地震でも有効に機能することの実証例とな

るものである。

5 謝　辞
地震後のお忙しい中、建物調査等にご理解をいた

だいた（財）小千谷総合病院様、ならびに観測記録の

収集、解析にご協力いただいた大成建設（株）ご担当

者各位に謝意を表します。

参考文献

1）気象庁ホームページ http://www.jma.go.jp/jma/index.html

2）鴇田、溜、「平成16年新潟県中越地震における免震建物の地震観

測記録」、MENSHIN No. 47, 2005.2
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図5（a） 観測波形（NS方向）

図5（c） 観測波形（UD方向）

図5（b） 観測波形（EW方向）

図6 免震層の変位軌跡

表3 最大加速度比
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1 はじめに
本建物は2004年10月23日に発生した新潟県中越地

震を経験し、免震効果を確認したことを前回

MENSHIN No.47 2005年2月号に報告した。

2年9ヵ月後の2007年7月16日に発生した新潟県中

越沖地震でも免震効果を同様に確認できたので以下

に紹介する。

2 建物概要
本建物は、鉛プラグ入り積層ゴム14基、天然積層

ゴム4基を設置した基礎免震建物である。（写真1）

建物は平成12年建設省告示2009号第6の免震告示で

設計しており、ダンパ－せん断力負担率は、4.2％で

ある。

建物概要

建　設　地：新潟県長岡市

用　　　途：情報センター

構　　　造：RC造　4階

設 計 監 理：（株）福田組

建 築 面 積： 610m2

延 べ 面 積：2,017m2

建 物 高 さ：16.55m（最高軒高）

竣工年月日：2004年9月1日

3 地震観測記録
2007年7月16日新潟県中越沖を震源とし、M6.8

震度6強と発表された。本建物は震源から南東へ約

26km離れた場所に位置しており、長岡市内におい

ても震度5強と発表された。（図1）

建設地から北北東約2.8km離れた防災科学技術研

究所「強震ネットワーク（K-NET）」で観測された観

測点NIG017長岡（市立千手小学校）のEW方向におけ

る最大加速度は242.9cm/s2を記録した。（図2）

福田組

矢川　豊

長岡市に建つ情報センターの
免震効果（その2）

特 別 寄 稿

図1 建設地と震源地

免震エンジニアリング

岩下敬三

図2 加速度波形

写真1 建物外観
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4 免震効果の評価
本建物に地震計は設置されていないが、けがき

式変位計を設置している。（写真2）

表1に新潟県中越地震と今回の地震の変位計の軌

跡を示す。西方向に35mmの変位が記録された。前

回の地震時と同様に観測された免震層の変位量が

約35mmより、設計時における免震層の特性値を用

いて35mm変形させたときの特性値を算出した。こ

の結果、設計等価固有周期は1.64秒程度で等価減

衰定数は約32％となった。これらの結果をNIG017

長岡における強震記録から計算される応答スペク

トル上に示すと図3となる。図からの応答変位は若

干観測結果のズレはあるが、近い値になっている

ようである。加速度も同様に応答値が低減された

ことがわかる。

写真2 けがき式変位計

  

表1 2004年新潟県中越地震と2007年新潟県中越沖地震の比較

図3 応答スペクトル（変位、加速度）
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5 残留変位の検証
本建物は地震後の残留変位及び偏心のチェックと

して、免震層の四隅と中心位置に計5箇所下げ振り

を設置している。（図4 写真3）

新潟県中越地震発生以降、定期的に残留変位の調

査を行っている。調査履歴を表2に示す。

調査開始日から2006年8月25日までの調査で、最

大3.5mmあった残留変位が約2年で1/3まで収束して

いくのが確認できた。

今回の新潟県中越沖地震で、免震層での残留変位

は35.0mm移動していたのが、翌日には平均2.1mmを

記録した。

又、2007年3月25日に発生した能登半島沖地震で

も7.0mm程度移動しており、残留変位は平均1.9mm

を記録した。

以上数回の地震において免震装置が移動している

ことが確認できたが、いずれの場合も直後に数mm

まで戻っていることが確認でき、構造安全上及び使

用上問題ないことが把握できた。

6 まとめ
本建物は2004年の新潟県中越地震と比較すると最大

加速度及び最大変位は半分程度であったが、今回の新

潟県中越沖地震においても免震効果を確認できた。

また、地震発生時に建物内に居られた方から“激

しい揺れは感じず、大きくゆっくり船に揺られる感

じがした”との証言が得られた。

僅か数年の間に、稀な地震動及び極めて稀な地震

動を2度経験したが、免震効果を十分に発揮できた

ことを確認した。

特 別 寄 稿

図4 下げ振り設置位置

写真3 残留変位の測定

表2 残留変位の調査履歴
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技術委員会報告 ― 7

1 はじめに
本小委員会では、戸建て免震住宅を対象とした

「大工・工務店のための免震住宅設計・施工マニュ

アル」を完成させた。

免震建築物は非常に明快な構造システムであり、

地震時の揺れを小さくすることができる非常に優れ

た構法である。しかし、免震装置などのように従来

の構造にはなかったものを用いるなど、その設計と

施工は慎重に行う必要がある。本マニュアルでは、

戸建て住宅（主として2階建て以下）を対象として、

免震住宅をどのように設計し、免震装置をどのよう

に扱えば良いのかをできるだけわかりやすく記述し

ている。本マニュアルの構成は以下のとおりである。

1章　地震の揺れと免震建築物

2章　戸建て免震住宅の設計上の留意点

2.1 上部構造の設計

2.2 地震に対する設計

2.3 強風に対する設計

2.4 免震層の設計

3章　免震工事・施工上の留意点

4章　免震住宅の性能を維持するために

ここでは本委員会の活動報告としてマニュアルの

概要を紹介する。なお、マニュアルの全文はJSSIの

WEBサイト（http://www.jssi.or.jp/kaiin/kodate/kodate-

index.htm）に掲載しており、会員は自由に閲覧が可

能である。本マニュアルに関してお気づきの点があ

れば是非JSSIの事務局までお知らせ願いたい。

2 免震構造の歴史と地震応答
わが国における免震の歴史は19世紀末から始ま

る。科学技術が発達していない時代でも地震の時に

は地面が揺すられるという経験をするので、地面の

揺れが建築物に直接伝わらないようにすれば良いこ

とは誰でも容易に想像できる。1920年代には現在の

免震技術に近い手法も含め様々なアイディアが公表

された。その中の幾つかは実際に造られもした。し

かし、1923年の関東大震災を契機としてわが国の耐

震設計は剛構造が主流となり、柔構造に属している

免震構造の研究は約半世紀の間停滞した。

その後、免震構造が最初に造られたのは1983年に

千葉県八千代市に建設された八千代台住宅（RC造、

2階建て）である。この住宅は実験住宅として建設さ

れ、完成時には様々な振動実験を行い、免震構造の

性能を実証した建物である。これまでわが国では認

められていなかった免震構造が実用化され、これを

契機に免震建築物が建設されていくようになった。

1995年の阪神淡路大震災以降は免震構造の性能が

広く認識され、多くの建物が免震構造を採用して建

設されている。日本には約1500棟以上の免震ビルが

存在している。戸建て免震住宅についても2000年頃

から本格的に普及が始まり、現在では2,500棟近く

に達し免震ビル以上の棟数になっている。

免震構造の原理は、基礎部分に設置する免震層で

地面と建物を絶縁することにある。絶縁するために

は、浮かす、転がす、滑らすなどの方法が思いつく。

免震部材部会住宅免震システム小委員会の活動報告

技術委員会・免震部材部会・住宅免震システム小委員会（平成19年3月31日現在）

委員長 山　峯夫 福岡大学

委　員 上田　　栄 日本ピラー工業株式会社

大原　和之 Arup Japan

奥西　太子 岡部株式会社

国松　要介 株式会社構造計画研究所　

須和田高士 須和田建築設計事務所

高橋　　治 株式会社構造計画研究所

長谷川　豊 オイレス工業株式会社

平野　　茂 株式会社一条工務店

吉仲　篤広 THK株式会社



浮かすことができれば完全絶縁であるが、現在の免

震技術では転がすにしろ、滑らすにしろ、免震層に

アイソレータ（支承材＋復元材）とダンパー（減衰材）

という装置を設置する。アイソレータは建築物を支

持し、地震時には水平方向に大きく変形できること

が求められ、ダンパーは地震エネルギーを効率的に

吸収して、地震時の変形を抑制する役割をもつ。ア

イソレータはクッションの役割をしており、軟らか

いクッションであれば免震建築の周期も伸びるもの

の、変形も大きくなるので、適度にダンパーでブレ

ーキ（減衰）もかける必要がでてくる。ただ、ブレー

キをかけすぎると、揺れを急激に停止させようとす

るので、揺れが増幅される。設計で対象としている

地震動の特性に応じて、クッションの柔らかさ（免

震の周期）とブレーキの効き具合（ダンパーの量、減

衰の大きさ）を調整する必要がある。このバランス

が正しく行われていれば、大地震の時でも免震建築

物は水平方向にゆっくりと平行移動を繰り返すだけ

で、地震の脅威を大幅に低減できる。

図1に2005年福岡県西方沖地震の際に福岡市内の

免震建物（4棟）で観測された加速度の分布を示す。

横軸は基礎部（免震層の下）での最大加速度を、縦軸

は免震層直上階での観測値（1FL）と最上階（または塔

屋）での観測値が示されている。同図中には2004年

新潟県中越地震の際の免震建物での観測記録も1例

だけ加えている。基礎部での加速度が小さい時には

免震効果は小さいものの、上部建物の加速度応答は

基礎部での加速度以下であり、増幅はしていない。

基礎部での加速度が大きくなると免震効果が大きく

なり、基礎部での加速度の1/2～1/4程度の加速度応

答となっている。免震効果をどの程度の加速度（入

力地震動の大きさ）からどの程度発揮させるのかは、

免震層や免震装置の設計に関係している。もし耐震

構造が同様の地震動を受けた場合には基礎部での最

大加速度に対して上部建物の加速度は2倍から3倍に

増幅することになり、免震構造は耐震構造に比べて

最大1/10くらいに低減していると言える。

写真1は2005年福岡県西方沖地震の際の住宅内部

の被害状況である。たとえ構造体が大きな損傷を受

けなくても建物の内部の被害は相当なものとなるこ

とを理解すべきである。人命だけでなく、資産とし

ての建築物（住宅）を守ることを考えるのであれば、

現状で実現できるのは免震住宅だけである。
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3 免震住宅の計画と設計
免震告示に従って免震住宅の計画・設計をする場

合のフローチャートを図2に示す。

（1）敷地の選定

・地盤の種別を判定する。第三種地盤及び液状化

の恐れがある地盤の場合には免震告示による手

法は適用できないので、時刻歴応答解析のルー

ト（別途申請費用が必要）をとることになる。

・住宅の周辺に水平クリアランス分の余裕がとれ

る広さであること。

（2）地盤調査

・敷地の地盤調査のために、ボーリング調査をす

ることが望ましい。

・地盤調査が非常に難しい場合には近隣のボーリ

ングデータなどを調査して代用する。

・不同沈下を防ぐために地耐力をスウェーデン式サ

ウンディングなどにより数カ所測定すべきである。

（3）住宅の計画

・間取りや階数、構造方法などを決定する。

・各柱に作用する軸力の大きさを算定する。

本マニュアルの2.1節では「上部構造の設計」

として免震建物の特徴、上部構造の設計、免

震告示計算のフロー、設計上の留意点などを

解説している。

（4）免震層の計画

・免震性能を設定する。例えば、どれくらいの大

きさの地震動に対して、どれくらまでの応答

（加速度、変形など）にしたいのか、をあらかじ

め設定する。

・設定した免震性能を満足する免震装置（アイソ

レータ、ダンパー）を選定する。その際、免震

装置の特性については、装置メーカーなどから

図1 福岡県西方沖地震での地震観測の結果
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ること、基礎においても十分な水平剛性を確

保することが述べられている。最後には、1階

がRC造の駐車場の場合の扱いや3階建て住宅

への適用などにも言及している。

（7）免震層の施工

・免震層の施工にあたっては、装置の特性に応じ

た設置精度や固定方法が必要となるので、装置

メーカーと良く相談の上、施工計画をたてること。

本マニュアルの3章では「免震工事・施工上の

留意点」として解説している。特に免震装置

の取り扱いや施工方法に対する理解を促進す

るために、多数の施工時写真を用いて説明し

ている。ここで紹介しているのはある特定の

免震装置を使った施工時のものであるが、免

震工事の概要や注意点を理解するのに大いに

役立つものと期待している。

（8）維持点検

・免震層や免震装置は正しく設計・施工されれ

ば、基本的にメンテナンスフリーと考えられる

が、大地震や洪水で水没した場合などには専門

家による点検が必要となる。点検し易いような

免震層の計画も必要である。

・施主が免震構造であることを認識し続けること

がまず必要である。

本マニュアルの4章では「免震住宅の性能を維

持するために」として維持点検の必要性と点

検方法の概要について解説している。検査・

点検の手法についてはJSSI「免震建物の維持

管理基準2004」に準拠している。

4 今後の課題
免震構造は耐震構造や制震構造に比べて、地震時

の安全性が格段に高いのは間違いがない。しかし、

免震構造を採用する建築（住宅）は非常に少ない。こ

の主な原因は、免震は初期建設費が高いという感覚、

地震に遭遇するとは考えていない、などであろうか。

建設費の問題は初期建設費だけでなく、建物の使用

期間中に発生する地震被害の補修費やメンテナンス

費などを含めて考えることが必要である。これをラ

イフサイクルコスト（LCC）と呼んでいる。地震が発

特性や施工方法などについて十分な情報を得る

ことが不可欠である。

・強風時の免震層の移動対策については、幾つか

の考え方があり、施主の要望なども聞きながら

最適の方法を検討すること。

・免震架台を設計する。免震装置を連結し、免震

の土台を造る重要な部分となる。

（5）地震応答の計算

・免震層の特性が決まれば、地震時の応答を告示

の手法に基づいて算定し、許容値以下になるこ

とを確認する。

・免震告示の手法が使用できない場合には、別の

ルートとなる。

本マニュアルの2.2節では「地震に対する設計」

として、地盤の支持力や液状化に対する考え

方、表層地盤の増幅特性、検証に用いる地震

動などについて解説している。

また、2.3節では「強風に対する設計」として、

検証に用いる風圧力、風拘束装置の種類と利

用法などを解説している。

（6）免震層周辺の計画と設計

・免震住宅は地震時に水平方向に移動するので、

その分の余裕を確保する。駐車場や花壇などは

その住宅の移動分を考慮して計画すること。

・設備の配管等にも免震層の移動に追従できる工

夫を施す。

・免震層の基礎は不同沈下などが生じないよう

に、きちんと設計する。

・免震住宅への出入口などは地震時に住宅が移動

しても大丈夫なような工夫が必要である。

・雪国での計画に当たっては、高く積もった雪に

より免震住宅の移動を拘束しないように計画す

る（適切な雪下ろしや融雪装置の設置など）。

本マニュアルの2.4節では「免震層の設計」と

して免震架台の設計、免震装置の選択と組み

合わせ、免震装置の取付部の設計、基礎の設

計、設備の設計などについて解説している。

特に免震架台の設計では免震装置への軸力の

伝達が確実に行われること、面外と面内の剛

性が確保されていることに注意を促している。

また、免震装置を確実に架台と基礎に固定す
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生してどれくらいの損害を被るかにもよるが、免震

構造のLCCは耐震構造や制震構造と比べても低くな

っている。建物（住宅）を資産として残すのであれば、

免震構造が最も有効であり、地震リスクやLCCを基

本に考えることが重要となる。

現在の免震構造は地震の水平動を対象としてお

り、上下動に対しては免震効果を発揮しない。上下

動の最大加速度は水平動に対して0.5倍弱の値が平

均として得られている。平均的には上下動の振幅は

水平動の約半分と見なせる。ただ、震源に近づくと、

この比は大きくなり兵庫県南部地震で震源付近では

0.7前後の値となる。確かに直下型地震では上下の

揺れが相対的に大きくなるものの、水平動の加速度

の方が大きい。従って、現在の免震システムでは水

平動の影響を小さくすることで、建築物の安全性を

確保している。上下動にも有効な免震システムの研

究開発は行われているものの、今そのシステムを採

用するには多額の費用が必要である。将来には水平

動と上下動に対して有効な免震システムが実用化さ

れると思われるが、現在の免震システムでも十分な

安全性は確保されている。ただ、上下の揺れに敏感

な装置や物品などを免震建物（住宅）内に設置する

場合には留意する必要がある。

免震構造は非常に耐震性が高いため、資産として

の価値も高いはずである。また耐震構造のように被

害を受けて補修したり、最悪の場合には壊して廃棄

物となることもない。こういった意味で地震後の復

旧費用もほとんど不要となり、地球環境にも優しい

構法である。しかし、保険や税制などには全く優遇

制度は準備されていない。高い性能をもった住宅に

住むことができる人は裕福であるはずだから、税金

をもっとかけよ、という論理があるのではないかと

思いたくなる。国や行政は高い耐震性をもつ建物を

増やすことが将来の地震被害を低減し、被害総額を

抑えることにつながることを認識すべきであり、優

良な建築物（住宅）の建設を促進する方策を検討すべ

きである。なお、住宅性能評価書1）により免震建築

物と評価された居住用建物およびこれに収容される

家財について、地震保険基準料率に対して30％の割

引を行うようになることは一歩前進として評価され

るべきであろう。 （文責：　山峯夫）

1）「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、住宅の性能を評

価した結果を示したもので、国土交通大臣の登録を受けた住宅性能評

価機関から交付される。

写真1 福岡県西方沖地震の際の玄海島における住宅内部の被害

図2 免震構造の構造計算ルート
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1 パッシブ制振構造設計・施工マニュアル改
訂について

1.1 マニュアルの位置づけおよび改訂の経緯

応答制御部会は、制振構造の設計・施工・維持管

理に関する広くかつ詳細な情報を一般技術者に供給

することで制振技術の発展と健全な普及に貢献する

ことを考え、パッシブ制振構造設計・施工マニュア

ル第1版1）を2003年10月に発行した。

第1版の発行後、新たに摩擦ダンパーWGを加え、

2つの委員会と10のワーキンググループで一層の内

容の明確化と充実化を目指して活動が継続され、ま

たマニュアル第1版500冊の完売を受け、2005年9月

の第2版2）発行に至った。制振に関しては最も充実

した指針である言える。

1.2 マニュアルの改定点

マニュアル第2版での主な改定点は、以下のとお

りである。

①設計法をより系統立てて分かり易く整理し、

EXCEL計算による詳細な設計を、具体例とし

て10層モデル建物（JSSIテーマストラクチャー）

のEXCELシートを図示し、設計フローに添っ

て説明を行っている（付録A2）。

②EXCELを用いない手計算による簡易設計3）も掲

載した（付録A2）。EXCEL計算による評価法・

設計法に基づき、概ね等しい設計解を手計算で

得ることができる簡易な手法を示した。

③オイルダンパーの設計法の内容を改訂した。オ

イルダンパーの適用区分を、建物周期により定

めることで性能曲線の簡略化を行った。

④摩擦ダンパー設計法を新しく追加した。鋼材ダ

ンパー設計法に追記し、鋼材・摩擦ダンパー設

計法に改訂した。

⑤オイル、粘性、粘弾性、鋼材の各ダンパーの機

構や特性の章（7章～10章）を一新し、内容のさ

らなる明確化・充実化を図った。

⑥新しく摩擦ダンパーの機構や特性に関して記述

した章（11章）を追加し、技術データシート（付

録A3）に4社の摩擦ダンパーを追加した。

⑦用語の定義や仕様が、マニュアル全体でより整

合するように配慮した。

パッシブ制振構造設計・施工マニュアル改訂と
制振ダンパー性能について

技術委員会・応答制御部会（平成19年3月31日現在）

制振部材品質基準小委員会

委員長 木林　長仁 株式会社竹中工務店

幹　事 辻　　泰一 鹿島建設株式会社

委　員 亀井　俊明 カヤバシステムマシナリー株式会社

菊池　正彦 株式会社大林組

北嶋　圭二 青木あすなろ建設株式会社

木村　雄一 大成建設株式会社

小林　利和 株式会社日本設計

小林　公樹 昭和電線デバイステクノロジー株式会社

白井　貴志 新日鉄エンジニアリング株式会社

田中　久也 株式会社免制震ディバイス

露木　保男 カヤバシステムマシナリー株式会社

中村　　仁 株式会社構造計画研究所

松葉　　裕 前田建設工業株式会社

和歌　康寛 住友スリーエム株式会社

パッシブ制振評価小委員会

委員長 笠井　和彦 東京工業大学

幹　事 龍神　弘明 前田建設工業株式会社

委　員 石井　正人 株式会社日建設計

大木　洋司 東京工業大学

大原　和之 Arup Japan

佐藤　篤司 名古屋工業大学

関谷　英一 株式会社鴻池組

高橋　　治 株式会社構造計画研究所

竹内　　徹 東京工業大学

田中　　智 株式会社安井建築設計事務所

中島　秀雄 清水建設株式会社

原　　　博 東亜建設工業株式会社

細川　慎也 株式会社久米設計

吉江　慶祐 株式会社日建設計



1.3 マニュアル講習会

マニュアル改訂に伴い、「JSSIパッシブ制振構造

設計・施工マニュアル講習会　－制振構造の計画入

門とエネルギー法の利用－」と題して講習会を2回

開催した。東京（2005年9月30日）、大阪（2005年10

月14日）で、合計約300人の参加があった。

講習会の内容は、改定点に重点を置き、新たに追

加された摩擦ダンパーに関する説明と各種ダンパー

を用いた制振構造の設計法および各種ダンパーの特

性に関する詳細な説明を行った。また、2005年9月

の「エネルギーの釣合いに基づく耐震計算」いわゆ

るエネルギー法の施行に伴い、制振構造がより身近

になり、一般の建物に関しても広く普及することを

期待して、講習会の後半ではエネルギー法によるチ

ェックの手順や注意点を分かり易く解説した。

協会ホームページには、各種ダンパーを用いた設

計法をまとめたEXCELファイルを公開している。

講習会参加者およびマニュアル購入者にはアクセス

用パスワードを公開している。

1.4 マニュアルの海外普及について

本マニュアルのように設計・施工・維持管理の指

針が一つにまとめられたものは海外にも例がなく、

今後は日本国内のみではなく海外への普及も計画し

ている。その手始めに、中国語版を企画した。2006

年1月に同済大学蒋教授と翻訳に際しての問題点な

どの確認を実施し、2006年12月に中国語版マニュア

ルが中国建築工業出版社から発行されることになっ

た。さらに中国語版に続き英語版の出版も企画して

おり、米国ATCにRobert D. Hansonミシガン大学名

誉教授を中心に翻訳版をリファインするための委員

会が設立された。英語版マニュアルに関しても出来

る限り早い時期での出版を目指している。

1.5 今後の展望

パッシブ制振構造設計・施工マニュアル第2版の

改定点について報告した。制振部材を建物の主架構

の中に取り込むことの歴史はまだ浅く、実際に地震

時で制振構造物がどのような挙動をするのかは明確

になっていない。このため、できるだけ現実的な条

件で行った実験により、制振部材の真の効果を検討

し、設計法・施工法の検証を行っていくことが重要

である。

現在、制振建物の性能把握のためにパッシブ制振
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評価小委員会の制振効果確認WGにて人力加振実験

を計画・実施している。また、防災科学技術研究所が

E-ディフェンスにて制振装置を組み込んだ現実的な

鉄骨建物試験体の実大実験を計画しており、日本免

震構造協会からも4名が委員として参加している。

今後、これらの測定および実験結果との比較検討

を行うことによって設計、解析手法の妥当性の確認

を行っていきたい。

2 摩擦ダンパーの特性〔マニュアル追加〕
2.1 摩擦ダンパーの基本原理と構成

（1）基本原理

1）摩擦ダンパーの基本原理

摩擦ダンパーは、接触する二つの物質に相対変位

が生じ接触部が滑ることにより滑り方向とは逆方向

に摩擦力が発生し、建物の振動エネルギーを熱エネ

ルギーとして吸収するダンパーである。

摩擦力と圧縮力の関係は、固体面の摩擦現象に関

する経験的法則である「Coulombの摩擦の法則」に

由来し、①摩擦力は垂直抗力（荷重）に比例し、②摩

擦力は見かけの接触面積によらず、③動摩擦力はす

べり速度に無関係である。

F＝μ×N ‥‥‥‥‥‥（2.1）

F：摩擦力、μ：摩擦係数、N：圧縮力
摩擦の要因は、幾つかの現象が複合または単独で

起こるとされており、説明は非常に複雑で、かつ精

度よく現象をシミュレートすることは困難である。

しかし、現在適用されている摩擦ダンパーの性能を

論じる場合は、各ダンパーの使用想定範囲における

実験的検証結果で実用的には十分と判断できる。

2）摩擦材料

実際に摩擦ダンパーに用いる摩擦材の摩擦係数

は、使用想定範囲における摩擦材と相手材の組合せ

によって得られる経験的数値であり、摩擦材の材質

（複合摩擦材、焼結金属系摩擦材、PTFE系摩擦材、金

属系摩擦材）、またはその配合によって支配される。

（2）基本構成

1）ボルト機構

ボルト機構のダンパーは、ボルトを締付けたとき

の軸力が圧縮力として摩擦面に作用する。圧縮力の

与え方として直接ボルトで締付ける方式と、圧縮力

を安定させるため皿ばねなどのばねを介する方式が

ある（図1）。相対変位は部材に設けられた長穴内を

ボルトが移動することで吸収する。摩擦材としては
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2）リング機構

リング機構のダンパーは、リング内径より少し太

い芯棒をリングにはめ込むことにより，リングと芯

棒の間に一定の締付け力が発生する仕組みを利用し

たダンパーである（図3）。

リング・芯棒共に一般構造用鋼材を用いる場合に

は、摩擦面に摩擦材を挿入するため、その特性によ

り履歴特性が支配され、金属同士の摩擦を利用する

場合には、リング・芯棒の材質の摩擦特性と摩擦面

の表面特性により履歴特性が支配される。

2.2 動的特性値

（1）基本力学特性

摩擦ダンパーは図4に示すような、典型的な完全

弾塑性型の荷重－変形関係を示す。

このとき、滑り始めの静止摩擦力と滑っている最

中の動摩擦力の差が大きい場合には、滑り始めの履

歴に角（つの）が発生し、角を有する履歴曲線を描く

場合がある。この場合、滑り出し時に摩擦振動（ス

ティックスリップ）が生じて振動や音となって現れ

る場合があるため、設計者は事前にその影響を確認

する必要がある。

複合摩擦材や金属焼結材等を用い、相手材にはステ

ンレス板等を用いる。

また、鋼管の周りに相手材（ステンレス板）を巻き、

その外から加圧パイプを高力ボルトで締付けること

により、摩擦材を押さえつける構造のものもある

（図2）。摩擦材としては、PTFE系の摩擦材などが用

いられる。このタイプはダンパー構成部材そのもの

の剛性を利用して圧縮力の安定化を図っている。

図1 ボルト機構の原理（摩擦面：平面）

図2 ボルト機構の原理（摩擦面：曲面）

図3 リング機構の原理

図4 摩擦ダンパーの荷重－変形関係例



摩擦ダンパーの減衰特性を評価する数値解析モデ

ルとしては、二次剛性を持たない完全弾塑性モデル

で精度良く表現することができ、表1および図5に示

す基本性能基準値により履歴特性がモデル化され

る。なお、基本性能基準値は、摩擦ダンパーが滑っ

ているときの荷重（動摩擦力）を摩擦荷重、角の荷重

（静摩擦力）を最大荷重と称する。

（2）各種依存性

1）速度・振動数・振幅依存性

摩擦ダンパーの特性は「Coulombの摩擦の法則」

が成り立ち、摩擦荷重は加振速度・振動数・振幅に

依存しないのが一般的である。

2）環境条件（温度・湿度）依存性

摩擦ダンパーにおいて、通常の温度環境（0℃～

40℃）では、温度依存性を考慮する必要はほとんど

ない。湿度についても、摩擦面に水滴が付いたり、

結露が生じたりしないような環境下で摩擦ダンパー

を使用することを通常は想定している。

3）時間（クリープ）依存性

実用化されている摩擦ダンパーにおいては、クリ

ープが生じない面圧発生機構や摩擦材が採用されて

いたり、極めて小さなクリープが発生する摩擦材が

採用されている場合でもクリープ量を十分吸収でき

るように面圧発生機構に工夫がなされていたりする

ので、実用上、クリープの影響を考慮する必要はほ

とんどない。
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（3）耐久性ほか

1）経年耐久

摩擦ダンパーの経年変化は、摩擦材の経時的な特

性変化および摩擦面の酸化あるいは発錆による摩擦

係数の変化により、履歴特性が経時的に変化する現

象である。ほとんどの摩擦ダンパーはメンテナンス

フリーとされているが、個々のダンパーの経年耐久

性については、設置条件と暴露試験および劣化促進

試験などの結果を確認しておく必要がある。

2）摩耗耐久

摩擦ダンパーの耐久性は、一般的に設計で想定し

ている大地震対応の繰返し回数（10サイクル程度）に

対し、摩擦材などの摩耗によって摩擦力低下などの

性能劣化が生じることはない。さらに、10サイクル程

度を断続的に数十回、合計数百回程度の繰返し回数

までは、初期の履歴特性を保持しているものが多い。

3）耐候・耐水・耐火

摩擦ダンパーの耐候・耐水性能については、暴露

試験や促進試験が実施され確認されている。

摩擦ダンパーが火災に遭遇した場合には、詳細な

調査を行い交換など適切な処置を施す必要がある。

2.3 限界値

（1）一方向変位に対する限界状態

一方向変位下での摩擦ダンパーの限界状態は、ダ

ンパーが機械的に移動できる限界変形と限界速度で

規定される。限界速度については、試験機の加振能

力の制約から限界速度ではなく性能保証速度が表記

されている場合が多い。

（2）繰返し変位に対する限界状態

繰返し変位下での摩擦ダンパーの限界状態は、摩

耗特性や摩擦熱の影響により摩擦荷重が低下しエネ

ルギー吸収性能が低下する事象により規定すること

ができ、繰返し回数ないしは累積摺動距離などの指

標により評価される。しかし、これらの指標は、加

振条件や加振振幅・加振速度によっても大きく異な

るため、現段階では、建物の使用状態や設計時の時

刻歴応答解析結果などを踏まえた加振条件下で、こ

れらの指標を適切に評価するのが望ましい。

2.4 解析モデル

（1）ダンパー部材のモデル化

摩擦ダンパーの減衰特性を評価する数値解析モデ

ルとしては、二次剛性を持たない完全弾塑性モデル

図5 摩擦ダンパーの基準値

表1 摩擦ダンパー基本性能基準値
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を速報的に示すものである。なお、データの収集に

あたっては、制振部材品質基準小委員会に参加され

ている各ダンパー製造会社のご協力を得ている。

3.2 制振ダンパーの種別

①オイルダンパー、②粘性ダンパー、③粘弾性ダ

ンパー、④摩擦ダンパーの4種類の制振ダンパーに

ついて、基本的なデータを示した。なお、マニュア

ルで疲労性能が明らかになっている鋼材ダンパーは

除いた。

3.3 制振ダンパーの加振条件

制振ダンパーの加振条件として、以下の条件を設

定した。①加振周期：4sec（場合によっては3sec）、

②加振振幅：層間変形角で1/150相当（場合によって

は1/200）、③加振継続時間：600sec、④加振波形：

正弦波

3.4 制振ダンパーの性能評価

性能評価にあたっては、以下の項目を検討した。

①加振初期と最後の履歴ループ形状の比較、②剛性

および減衰係数の加振サイクル数に伴う変動、③加

振終了後、放置して通常状態に戻ってからの再加振

時の性能

3.5 制振ダンパーの性能

何れのダンパーも、加振中は減衰抵抗力が若干低

下する傾向にある。ただし、加振終了後に時間を置

くと、ほぼ初期値に復元することが確認できた。

［参考文献］
1）日本免震構造協会：パッシブ制振構造設計・施工マニュアル、

2003年10月

2）日本免震構造協会：パッシブ制振構造設計・施工マニュアル第2

版、2005年9月

3）笠井：「等価線形化による簡易応答予測法」、建築技術No.667、

pp.132-137、2005年8月

4）制振部材品質基準小委員会：「長周期入力地震に対する制振ダン

パーの性能」、MENSHIN、2005年8月

で精度良く表現することができる。

（2）モデル化におけるダンパー剛性

モデル化における剛性評価は、ダンパーの内部剛

性と取付け部材の剛性を直列結合させた剛性で評価

することができる。

（3）特性値のばらつき評価

摩擦ダンパーは出荷時にダンパーの基本特性値

（摩擦荷重、剛性）を全数検査し、規格値に対するば

らつきを評価することを原則とする。

3 長周期入力地震に対する制振ダンパーの性能
3.1 概要

日本免震構造協会より2000年10月に発行した「パ

ッシブ制振構造設計・施工マニュアル」では、制振

ダンパーの性能を評価するために、従来の大地震を

イメージして動的加振条件を設定し、加振周期

3.3sec、層間変形角1/100程度の振幅で10サイクル程

度の繰返し加振条件を規定して性能を設定してい

る。しかし、近年は堆積層の厚い都市部における入

力地震動として、長周期成分を考慮する必要がある

と言われている。周期の長い制振ダンパーを組み込

んだ超高層建物等ではその影響が大きいと考えら

れ、このような入力条件に対する制振ダンパーの性

能を明らかにする必要がある。

長周期入力地震に対するこれらの建物の応答性状

としては、最大応答もさることながら、応答の継続

時間が長いことも新たな課題であり、制振部材品質

基準小委員会では加振条件として継続時間が長い場

合に対する制振ダンパーの性能について、検討を行

っている。ただし、現状では入力地震動が具体的に

確定しているわけではなく、また建物の性状も種々

あることを考え、本小委員会では制振ダンパーの動

的加振条件を仮定し、その条件の下で各種制振ダン

パーがどのような力学性状を示すかについてのデー

タ収集を行った。

本報告は、継続時間の長い加振条件の下での各種

制振ダンパーの力学性状に関する、基本的なデータ
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1 はじめに
本年は、1982年にわが国免震建築第1号である「千葉県八千代台住宅」が建設されて以来25年目となる節

目の年です。

この期を迎え、この25年間の免震建築と応答制御技術の実績と成果、さらには建築界に与えた影響など

について真摯に振り返り、「将来に向けて我々が何をなすべきか」を探ることが重要であると考えました。

今回の免震フォーラムは、この課題について社会に対し提案していくことの方向性を見つけ、今後の免

震建築の発展のために、「原点に立ち戻って免震建築を再考する」と題して、2007年9月7日（金）13：00～

17：30、東京・工学院大学の新宿キャンパス3階のURBANTECH HALLにて開催されました。

（プログラム）

第12回　免震フォーラム

大成建設
小山　実

「原点に立ち戻って免震建築を再考する」
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2 免震フォーラム概要
2.1 講演内容

主催者を代表して、（財）日本免震構造協会の西川孝夫会長が挨拶された後、4人の講師の方の講演が行わ

れました。

■「我が国の免震構造のこれまでを総括する」

東京工業大学の和田章教授から、「高性能化した日本と耐

震設計」「四種類の耐震構造」「蔓延する純ラーメン構造」「建

築の集合からなる都市の耐震設計」「耐震設計レベルと個人

財産権」「コスト増を伴わない耐震性の飛躍的向上」「これか

らの方向」「免震構造の発展」「さらに重要なこと」という題

名で、我が国のこれまでの免震構造を総括するとともに、免

震構造への期待と今後の課題について講演がありました。

免震構造への期待では、ライフサイクルコストで比較す

れば、免震構造は大地震時を受けた際の損害が圧倒的に少

ないこと、コストをほぼ一定にする中でより高い耐震性能

を持つ建築構造を都市に普及させる必要があり、特に健全

な免震構造の普及が重要であることが述べられました。

一方、免震構造への課題では、さらに優れた免震部材の

開発をするとともに、製品から任意に取り出した試験体を

用いた破壊までの実験の必要性や、免震構造の設計には、

設計用地震動のレベル設定などの研究が重要であることを

述べられました。

■「実地震での免震建築の有効性について」

株式会社三菱地所設計の溜正俊氏から、平成16年に起こった新潟県中越地震における新潟県小千谷市内

の免震建築の地震応答解析および現地調査結果について講演がありました。

講演で紹介された免震建築は、地下1階、地上5階、塔屋1階の鉄筋コンクリート造の医療関連施設（老人

保健施設）で、免震装置には、天然ゴム系積層ゴム支承と弾性すべり支承が組み合わされたハイブリット

TASS工法が用いられています。

講演では、大地震時に免震構造が充分効果を発揮し、ほぼ設計通りの挙動を示したこと、現地調査なら

びに免震装置臨時点検の結果、建物構造体、非構造部材、室内什器を含めほぼ無被害であったこと、免震

建物では地震被害は大幅に低減され、建物機能維持が可能であり、特に医療関連施設では、免震化による

安全性確保をより一層推し進めるべきであることなどが紹介されました。

写真3 溜正俊氏 図1 地震観測記録

写真1 西川孝夫会長

写真2 和田章教授
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■「免震部材の発展と今後について」

福岡大学の 山峯夫教授から、我が国の免震部材の開発および発展と、免震部材の現状を踏まえた今後

の課題について講演がありました。はじめに、1982年千葉県八千代市に建設された我が国初の免震住宅に

ついての当時のニュース番組が紹介され、続いて「免震構造と積層ゴムの開発」「免震部材の種類」「免震

部材の設計」「免震部材の性能評価」について講演がありました。

積層ゴムの開発では、ゴムの材質、積層体の形状をパラメーターとした基本特性の把握、限界性能の評

価が進められたこと、免震部材の種類では、種々の積層ゴムやすべり支承、転がり支承、さらにダンパー

などが紹介され、異なる種類のアイソレーターを使用する場合には、個々のアイソレーターの性能を充分

検証する必要があることを述べられました。また、免震部材の設計、性能評価では、

・実製品を使った性能評価で十分か、

・継続時間が長い地震動に対するエネルギー吸収性能は十分か、

・強風時などに対する小振幅の繰り返し試験での性能評価は十分か、

・高軸力を負担するアイソレーターの取付部の設計をどうすべきか

・200年住宅などの高い耐久性が要求された場合に取替えしか対応できないのか

などの免震部材の性能・品質に関する課題などを述べられました。

■「免震建築の高層化と長周期地震について」

東京理科大学の北村春幸教授より、建築学会で行

われた長周期地震動に対する免震建物の耐震性能評

価の紹介と、免震材料認定の現状と新たに求められ

る免震部材の限界性能について講演がありました。

長周期地震動では、関東地震と東海地震による関

東平野、東海・東南海地震による濃尾平野、南海地

震による大阪平野の各地点で想定した予測波の速度

応答スペクトルとエネルギースペクトルの計算結果

が示され、長周期地震動の予測波は地域ごとに数秒

から10秒の間に「特定の周期帯」で大きなピークが

現れるが、それ以外の周期帯では速度応答スペクト

ルは超高層建物の目標スペクトルレベルとほぼ同じ

値を示し、エネルギースペクトルは目標レベルの1.5～2倍大きい値を示すことが紹介されました。

また、免震建物の耐震性能を、免震建物が建設された年代別に4つに分け、第2期～第4期の免震建物モデ

ルの応答解析結果や、積層ゴムの鉛直載荷時の水平限界性能について、積層ゴム性能評価WGで収集した

実験データなどをもとに検討した結果が紹介されました。

写真4 山峯夫教授

写真6 北村春幸教授

写真5 福岡大学で最初に実用化された積層ゴム
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2.2 パネルディスカッション

パネルディスカッションでは、株式会社i2S2の公塚正行氏の司会進行のもと、まずは前述の講演者に新

たに加わった5名のパネラーから、免震構造についての以下のような話題提供がありました。

・鹿島建設株式会社　竹中康雄氏

免震建物の風荷重と風応答、鉛入り積層ゴムによるクリープ変形の考慮

・清水建設株式会社　田村和夫氏

免震構造と入力地震動、地震動スペクトルの地域性の考慮

想定以上の地震動レベルへの配慮、種々の免震構造

・株式会社日本設計　人見泰義氏

免震構造の可能性（免震だからできたこと）

山口県立きららスポーツ交流公園多目的ホールや国立新美術館の紹介

・日本大学　古橋剛准教授

新潟県中越沖地震における柏崎（K-NET）の応答スペクトル

減衰の効果がない周期領域を有する地震動

・株式会社日建設計　吉江慶祐氏

免震建物の高層化による免震層の降伏耐力と風荷重のきっ抗

免震構造の耐風設計

話題提供後のパネルディスカッションでは、活発な意見交換が行われましたが、主な議論を下記に記述

します。

①積層ゴムの実大試験は必要か？

・実大試験は必要であるが、それが足かせになってはいけない。

・φ1600以上の実大試験ができる第三者機関のような施設が必要である。

・設計者としては、積層ゴムの特性を実大試験で調べてほしい。

②積層ゴムのJIS化に対するニーズはどうか？

・JIS化されれば、部材認定が必要なくなり、メリットが出てくる。

・JIS化は最低限の品質を規定することにもなり、品質のレベルアップがとまってしまう危惧もある。

③免震構造の入力地震動をどう考えるか？

・観測された地震をもっと活用すべきだ。

・どんな地震が起こるかはだれもわからない。そのわからない地震荷重に対して設計しなくてはならない。

図2 地域ごとの速度スペクトルとエネルギースペクトル
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④風荷重について？

・構造安全性ではなく、居住性の問題が大きい。

・免震構造の場合、上階が揺れるのではなく、1階から揺れてしまう。

途中、会場の東京工業大学の笠井和彦教授から、「実大三次元震動破壊実験施設－Eディフェンス」の紹

介などもありました。

3 おわりに
日本に本格的な免震建築が建設されてから25年が経過しました。この25年間に、免震部材は飛躍的に発

展し、設計用地震動についても多くの研究がなされました。今回の免震フォーラムでは、原点に立ち戻っ

て免震建築を再考しましたが、25年経っても、まだまだ研究、開発して行かなくてはならない課題が多く

あることを痛感しました。

写真7 公塚正行氏 写真8 竹中康雄氏 写真9 田村和夫氏

写真10 人見泰義氏 写真11 古橋剛准教授 写真12 吉江慶祐氏

写真13 会場の様子 写真14 パネルディスカッションの様子



1 はじめに
2007年7月11日、銀座通りに面した『明治屋銀座

ビル』改修工事の見学会が行われ、出席する機会を

得たので、概要を報告する。

本建物は、旧耐震基準で設計された竣工後30数年

経つビルで、耐震診断により、補強することになっ

た。取り壊して新築する、耐震壁等による耐震補強、

制振ブレースによる制振補強、1階柱頭に免震装置

を取り付ける免震レトロの提案から、居ながらで工

事が進められ、耐震性の高い免震レトロフィットが

採用された。

2 建物概要
建物の概要を以下に示す。

所　在　地：東京都中央区銀座2－6－7

敷 地 面 積：354.98m2

建 築 面 積：282.60m2

延 床 面 積：2,299.43m2

構造・階数：RC造、地下1階・地上7階

設計者　意匠：U.A建築研究室

構造：織本構造設計

設備：ピーエーシー環境モード

当 初 施 工：1971年5月

設 計 期 間：2006年4月～10月

施 工 期 間：2007年1月～8月

構造計画上、以下の観点から1階柱頭免震レトロ

フィット構法が採用された。

・1～3階は施工時に空室と出来る。

・4～7階はテナントが営業中のまま工事を進める。

・エレベータの取り替えを行う。

・建物周辺部に地下を掘削できるスペースはない。

1階柱は、補強のため増幅されているが、平面的

な制約から四面増幅が難しく二面増幅となってお

り、構造設計上苦労されたということであった。

免震層は、「鉛プラグ入り積層ゴム」（8台）と「弾

性すべり支承」（4台）を使用した複合型免震構法で

ある。耐震設計目標は、レベル1で安定変形以内

（16cm）、レベル2で性能保証変形以内（40cm）となっ

ている。

3 施工概要
居ながら施工ということで、躯体はつり工事の騒

音・振動の周辺のビルに対する配慮が必要であった

という。

施工は、①地下1階から3階までの内装撤去、②設

備の切替、③増幅柱の鉄筋組立・アンカー施工、④

1階柱頭・2階柱の免震装置設置部分補強治具用の

PC鋼棒用シース管挿入、⑤コンクリート打設、⑥

免震装置設置部分の補強鉄骨治具の設置およびPC

鋼棒による緊張、⑦1階仮設耐震ブレースの設置

（写真4）、⑧ブロック別に柱・壁の切断および免震

装置の設置、⑨ジャッキダウン、⑩仕上げという流

れで行われた。

免震装置設置のための鉄骨補強治具は、図および

写真2、3に示すように1階柱および2階柱にPC鋼棒

で固定され、ジャッキにてプレロードを入れた形で

軸力を伝達させている。

現場は、南側と北側のブロックに分け、それぞれ

柱6本ずつを1か月で切断して、装置を設置するとい

う工程で行われていた。作業所より頂いた柱切断時

の様子を写真5、6に示す。

4 おわりに
お忙しいなか見学のために対応頂いた、大成建設

および織本構造設計の関係者の皆様にお礼を申し上

げる。銀座通りでの工事ということで、当日、伺え

なかったご苦労も多々あったかと思う。

銀座通りに面するビルでの免震レトロフィット構

造の実現は、大都市における耐震補強技術の拡大に

寄与しているが、一般の人には「免震構造の良さ」

を理解するのは難しい。JSSIが今以上に「免震構造」

の普及活動を行う必要があると感じた。

43見学会報告

『明治屋銀座ビル』改修工事見学会

清水建設 猿田正明

見学会報告
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写真1 説明風景（建物3階にて）

写真3 1階柱に取り付けられた積層ゴム

写真4 仮設の耐震ブレース

写真2 1階柱に取り付けられた鉄骨補強治具 図1 1階・2階柱に取り付けられた鉄骨補強治具

写真5 切断前の柱の状況

写真6 ワイヤーソーの設置



45報告

報告

［講演日］ 2007年10月11日（木）18:00－19:30、その後質疑　20:00

IStructE（The Institution of Structural Engineers）は、イギリスに本部をおく、構造技術者からなる世界最大の

協会であり、世界100カ国以上に2万人を超える会員を有しています。今般、IStructEから日本免震構造協会に

要請があり、ロンドンにあるIStructE本部において免震構造に関する講演会を開催することになりました。講

演会は「日本の免震構造システム」という題名で、講師は、JSSI副会長の深澤義和氏（三菱地所設計）、JSSI

国際委員長の斉藤大樹氏（建築研究所国際地震工学センター上級研究員）、およびJSSI国際委員の川村浩氏

（三菱地所設計、IStructE正会員）の3名です。図1にIStructE発行のちらしを示します。

英国構造技術者協会（IStructE）主催
講演会「日本の免震構造システム」に参加

三菱地所設計
国際委員会　委員

川村　浩

報告

図1 講演会ちらし
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講演はIStructE副会長Norman Train氏の司会により開催されました。

講演内容は、

1．「日本の免震構造の現状」（深澤）

2．免震構造の紹介ビデオ（JSSI作成の英語版のDVD）

3．「免震構造システムの基礎」（斉藤）

4．「免震建物の事例紹介と地震時応答」（川村）

1では、日本免震構造協会（JSSI）の紹介、日本および海外における免震建物の数とその推移、建物用途の

割合、免震層の位置のバリエーション、免震デバイスに関して概要の説明がなされました。

2では、JSSI作成の市販DVDの英語版が流されました。

3では、まず、免震構造の基本概念、減衰装置の役割、免震デバイスの仕組とバリエーションについて説

明がなされ、その後、耐震設計の考え方、建物の動的な挙動（固有周期と減衰）について説明がなされました。

つぎに、免震構造建物の設計手法について、応答スペクトルを用いる告示免震の方法と、時刻歴応答解析を

用いる方法について概要説明がなされ、免震デバイスの加力実験の様子を動画を交えた解説がなされました。

最後に、JSSI国際委員会の活動として、CIB/W114のホームページや出版物の紹介がなされ、中国、イタリア、

韓国、ニュージーランド、米国およびマケドニアにおける実施例の紹介がありました。

4では、まず、免震構造建物がM6級の大地震に遭遇した事例の紹介がなされました。建物に設置された地

震計の観測波形を用いた動的解析の結果と、実挙動との比較などが説明されました。最後に、日本免震構造

協会賞受賞作品の中から、「非同調マスダンパー効果を持つ中間免震構造」、および「パーシャルフロート免

震構造」について写真による事例紹介がなされました。

英国では地震がほとんどないため、当初、関心が低いことを懸念していましたが、実際には120名を超え

る参加者があり、主会場に入りきれない人は、副会場に設置された大型テレビを通して聴講し、予想外の関

心の高さでした。参加者は、IStructEの会員を中心とする構造技術者や大学の研究者が多く、講演会の後には、

多くの質問が寄せられました。

主な質問は、通常の建物と免震構造を採用した場合のコストに関するもの、建物用途として「学校」に採

用されている割合が低いことに関するもの、軟弱地盤への適用性に関するもの、強風時の挙動に関するもの、

設計地震力の再現期間に関するもの、および、超高層建築物への採用に関するものなどでした。

閉会後のラウンジで立食形式でワインと軽食が用意されましたが、その中でも、積極的な質問があり、関

心の高さに驚かされました。参加者の中には、英国以外の地震国で構造設計を手がけていて耐震設計に詳し

い人もいれば、初めて免震構造を知ったという人もおり、反応は様々でしたが、講演内容については好評で、

耐震設計や免震構造に対する関心の高さを逆に認識させられました。

IStructE（The Institution of Structural Engineers）について、以下に簡単にご紹介します。冒頭に概説した通り、

イギリスに本部をおく構造技術者からなる協会で、構成員は個人会員が主です。会員は旧大英帝国（イギリ

ス、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、インド、南アフリカ、香港など）をはじめ109ヶ国に広が

り、会員数は21,000人にのぼります。また、1908年設立から来年で100周年を向かえる歴史ある協会です。各

国の技術者協会・団体との提携もなされており、日本では日本建築構造技術者協会（JSCA）と提携を結んでお

ります。会員には、特別会員、正会員、準会員、学士会員、学生会員があり、正会員になるには、書類審査、

面接試験、筆記試験（即日設計）をパスすることが必要となっております。特に筆記試験は、与えられた6課

題のなかから1つを選び、その課題に対して構造的に異なる2つの設計案を提案し、その優劣を比較するとと

もに、推奨する案について、概算コストが算出可能な図面（伏図、軸組図、断面リスト、主な仕様・材料）、
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および主構造部材（柱、梁、スラブ、基礎、ブレースなど）の構造計算書を作成するという、ハードな内容と

なっております。また、設問には、施主に対する手紙を記すことも含まれております。主な協会の活動は、

講習会や技術講演会の開催、各種設計ガイドラインの策定、賞の授与、会誌の発行（月2回）、そして正会員

資格試験の実施などです。

写真1 IStructEの前にて（深澤、斉藤） 写真2 講演会主会場

写真3 講演の様子（深澤）

写真5 講演の様子（川村）

写真4 講演の様子（斉藤）



48 MENSHIN NO.58 2007.11

報告

免震部建築施工管理技術者講習・試験は、今年で8回目となりました。

本年度は、10月7日（日）に都市センターホテル（東京）にて行われました。

受験申込者は318名で、当日の受験者は311名でした。

午前中の講習は、「免震部建築施工管理技術者制度と運用について」を西川会長より、つづいて「免震構造

の一般知識」を百田委員、午後の講習は「免震部材の基礎知識」を海老原委員、つづいて、「免震部施工の

要点」を舘野委員と大森委員が講師を担当しました。講習終了後に、試験（70分）を行いました。

当日は、資格制度委員会と事務局14名で役割分担をし、滞りなく終了しました。

今後は、資格制度委員会で採点・合否審査を行い、合否通知は11月中旬に送付します。

合格者には併せて登録申請の受付を行い、来年の1月中旬には、「免震部建築施工管理技術者登録証」を発

行の予定です。

平成19年10月12日現在で、免震部建築施工管理技術者は1,801名です。

昨今は、設計図書、特記仕様書などに免震部建築施工管理技術者による施工管理を要望する旨があり、資

格取得者が増えることが期待されます。

当日の協会関係者

資格制度委員会：長橋純男（千葉工大）、舘野孝信（戸田）、海老原和夫（大林）大森達弥（ERS）、

小林実（鹿島）、鳥居次夫（フジタ）、林章二（清水）、百田徹（NTT.F中央）、

平野範彰（竹中）、龍神弘明（前田）

事　　務　　局：西川孝夫、可児長英、佐賀優子、入江麻子

平成19年度免震部建築施工管理技術者講習・試験の実施

資格制度委員会委員長
長橋　純男

報告

講習会受講のようす
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報告

1 はじめに
平成19年8月29日～31日の3日間、日本建築学会の大会の会場である福岡大学にて日本免震構造協会主催

「免震構造に関する展示会」を開催しました。これは、本大会開催時期・場所に併せ、免震建築物の一層の

普及のため行いました。会場となった「福岡大学工学部　第2構造力学実験室」は、1982年に我が国免震建

築第1号である千葉県八千代台住宅が建設されるに至った免震発祥の地であります。出展した日本免震構造

協会会員は、17社、来場者数約350名でした。

2 展示会概要
開 催 日：平成19年8月29日～31日

会　　場：福岡大学　七隈キャンパス

11号館（工学部）1階　第2構造力学実験室

協　　力：福岡大学　　山研究室

出展会員：（株）エス・エー・アイ構造設計事務所 住友金属鉱山シポレックス（株）

大阪ラセン管工業（株） CERA建築構造設計一級建築士事務所

（株）大林組 （株）竹中工務店

岡部（株） 鉄建建設（株）

（株）奥村組 トーゼン産業（株）

倉敷化工（株） 日本インシュレーション（株）

（株）構造システム （株）日本設計

昭和電線デバイステクノロジー（株） （株）ブリヂストン

新日鉄エンジニアリング（株）

以上17社（順不動）

以下に会場の様子を示します。

「免震展示会」in 2007年度日本建築学会大会

普及委員会

写真1 会場の様子



50 MENSHIN NO.58 2007.11

報告

3 おわりに
日本建築学会大会での展示会は、当会でも初めての試みでありましたが、当会会員以外の教授、学生、メ

ーカー各社等に免震分野における最新技術の紹介ができた大変良い機会でした。

また、この展示会も無事終了できましたのも、福岡大学　　山峯夫先生並びに、森田慶子先生、安藤勝利

技師、出展会員17社の多大なご尽力の賜物であったと存じます。ここに普及委員会並びに教育普及部会一同、

厚く御礼申し上げます。ありがとうございました。

図1 会場の地図

写真2 会場の様子 写真3 山研究室　出展品
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日　時 平成19年9月28日（金）午後3：00～4：40

会　場 日本免震構造協会会議室（東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階）

出席者 理事総数25名　出席理事数11名、委任状提出13名、事務局3名（出席者名簿、省略）

■議　事
1．出席者数の報告
事務局が、理事総数25名のうち、出席理事数は11名・欠席で委任状提出が13名。

有効表決数24となり定足数13以上を満たし、理事会が有効に成立した旨を報告した。

2．会長挨拶
議案審議に先立ち、西川孝夫会長による挨拶が行われた。

3．議長選出
定款により、議長には西川孝夫会長が選出された。

4．議事録署名人
議長が議事録署名人の選任について諮り、全会一致で、木村功理事および山崎眞司理事が議事録署名人に

選任された。

5．審議事項
1）新入会員と委員会設置及び委員の交代の承認について

事務局より、新入会として賛助会員に（株）イーステック、（株）小堀鐸二研究所の2社。第2種正会員に

小野聡子氏（有明高専・准教授）1名。続いて新しい委員会として「記念事業委員会」に6つの部会、

「技術委員会」に耐風設計部会の設置の件。技術委員会と国際委員会で、若干名の委員の交代と増員

（資料③参照）の件について説明があった後、審議に入ったが異議なく承認された。

2）免震建物点検技術者の資格認定制度に関する規程について

現在の規程

点検技術者の業務のなかで、点検技術者は原則として、免震建物毎に別に定める免震建物点検概要報

告書を作成し、毎年3月末日までに本協会に対し、年次報告を行う。

新しい規程

年次報告の提出を取り止める。

維持管理の実態や問題点の把握を目的として「年次報告」の提出を義務づけてきたが、過去4年間の年

次報告において維持管理の実態と問題点を把握できたこと、点検技術者の負担の軽減を計るなどの理

由によるものとの説明があった後、審議に入り、維持管理の問題点の把握については、引き続き仕組

みを考えることで承認された。

3）性能評価事業関連について

事務局より、今後、指定確認検査機関と同様に指定準則が制定される件についての説明を行った。

要旨は下記の通り。

①制限業種の割合が「三分の一以下」になる。

②1年間の猶予期間を設けて移行する。

③既存の指定確認検査機関に関する新たな指定準則の適用は、平成20年6月20日以降。

平成19年度理事会議事録
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④代表者が非制限業種となる。

協会として、厳しい条件をクリアするには、第2種正会員を大幅に増やすこと・第1種正会員をグルー

ピングして数を減らすことなどの案があったが、結論は出なかった。

引き続き、運営委員会「企画小委員会」等で検討していくことで承認された。

■報告事項
1）8月通信理事会の結果について

事務局より、8月の通信理事会（第1種正会員1社の入会について）は、承諾22名で定足数13以上を満た

し承認されたとの報告があった。

2）「第12回免震フォーラム」

事務局より、9/7に工学院大学にて行われ、参加者192名あり盛況であった。

3）行事予定

事務局より、免震普及事業の一環として、10月に防災力技術展（長野）、危機管理産業展（東京）、震

災技術展（仙台）に参画する。また、講習会を11月に免震部建築施工管理技術者更新講習会及び点検技

術者更新講習会（東京）及びパッシブ制振構造の設計計算講習会（東京）、12月に免震建物と地震リスク

（東京）の講習会を予定しているとの報告があった。

4：40 閉会

■配布資料

資料①8月通信理事会の結果について

資料②行事予定

資料③新入会員と委員会設置及び委員の交代の承認について

資料④免震建物点検技術者の資格認定制度に関する規程について

資料⑤性能評価事業関連について

平成19年9月28日

議　　　　長 西川　孝夫

議事録署名人 木村　　功

議事録署名人 山崎　眞司
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ

行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完了

し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容
建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲
日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60ｍを超え
る超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇性能評価委員会
日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分） 原則として毎月第2水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇性能評価委員会
構造性能評価委員会 材料性能評価委員会

委員長 和田　　章（東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸（東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海（東京大学） 副委員長 山　峯夫（福岡大学）

山崎　真司（首都大学東京） 委員 曽田五月也（早稲田大学）
委員 大川　　出（建築研究所） 西村　　功（武蔵工業大学）

島 和司（神奈川大学） 山崎　真司（首都大学東京）
瀬尾　和大（東京工業大学）
曽田五月也（早稲田大学）
田才　　晃（横浜国立大学）
中井　正一（千葉大学）

◇詳細案内
詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL:http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

適用範囲

材料性能評価

性能評価の区分件　名

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東京ファブリック工
業（株）式低摩擦弾
性すべり支承MLF型

申請者

東京ファブリック工業
東京ファブリック化工

07004
（H19.7.11）

平成12年建設省告示第2009号
で定める免震建築物に用いる
支承材。

法37条第二号の認定
に係る性能評価
（免震材料）

東京ファブリック工
業（株）式低摩擦弾性
すべり支承MLF-N型

東京ファブリック工業
東京ファブリック化工

07005
（H19.7.11）

JSSI-材評-
（完了年月日）
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたものを一覧で示しています。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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運営委員会
委員長　深澤　義和

運営委員会は、7/10、9/11に開

催した。活動内容は、定例的な

会員動向の確認、収支状況の確

認のほか、9/7開催予定の免震フ

ォーラム、管理技術者資格制度

等の運営状況を確認している。

性能評価事業に関して、認可

を得る機関の制限が厳しくなる

という情報に基づき、会として

の対応を検討している。具体的

には、非制限業種の会員および

理事を2/3以上とすることについ

ての対応である。会長より評議

員会に諮問し、方針を検討して

いる。

技術委員会
委員長　和田　章

1980年代にコンピュータ制御

による制振（震）構造の研究・実

用化が始められた頃、特にその

目的が大地震時の応答を制御し

ようとするものの場合、数十年

も大きな地震がなく、ある日突

然に大地震は起こるわけだから、

そのとき思い通り正常に動くた

めには相当タフな仕組みでない

と巧くいかないのではないかと

多くの議論がされた。ようする

に蹴飛ばしても壊れないロバス

トな仕組でなければならない。

文明の進んだ今の社会は複雑に

ネットワークされ、高いポテン

シャルの位置に押し上げられ、

高い効率で動いている。これら

の仕組は、地震などの自然災害

によって、どこか一部分が壊れ

ただけでも、全体に被害が及ぶ

可能性が高い。政府は日本の経

済効率を1.5倍に上げるべきだと

提案しているが、このように高

い効率を求める社会が自然災害

を受けたときの被害を最小限に

抑制するためには、社会そのも

のをロバストにする必要がある。

そのための最低条件として個々

の建築物、土木構造物の耐震性

を高め、災害後にも機能維持を

満たせる必要がある。現状では、

このために免震構造が最も強力

な切り札である。原子力発電所

への免震構造の適用について本

格的に取組む動きもでてきた。

これまでの蓄積をもとに、さら

に研究開発を続けていかなけれ

ばならない。

免震構造の性能向上により適

用範囲が広がり、戸建住宅から

超高層建築物までに使われるよ

うになり、免震構造における耐

風設計の重要性が高まっている。

本年9月に耐風設計部会が設置さ

れた。以下に、各部会の活動報

告を示す。

免震設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

各種アンカーボルトを用いた

免震支承・ダンパー接合部の設

計方法について「免震装置の接

合部・取り付け躯体の設計指針

（案）」として取り纏め中である。

また現状の免震告示を調べ、上

部構造の外力評価と長周期領域

の地盤増幅特性が問題であるこ

とを把握してきている。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

入力地震動小委員会における7

月～9月季の活動は、7月16日に

発生した新潟県中越沖地震の情

報収集に費やされた。特に、K-

NET柏崎の特異な長周期地震動

と、柏崎刈羽原発における被害

と強震観測記録の関係が注目さ

れた。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

免震告示で設計された建物の

免震特性レーダーチャートのデ

ータベースを更新するために、

アンケートを行なう準備を整え

たので、年末頃には本会会員に協

力を御願いする準備をしている。

耐風設計部会
委員長　大熊　武司

耐風設計指針の作成を主たる

目的として発足したばかりの部

会である。免震層の耐風性の検

証を、「風荷重は地震荷重より小

さいので問題ない」といった考

えだけでクリアーするのは必ず

しも妥当ではない。指針の作成

によって、この問題の解決に貢

献したい。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI免震構造施工標準の次期改

定版編集に着手した。現在、免

震構造の施工は、初版の頃から

少しずつ変わってきているとい

う意見（指摘）がある。新しい免

震部材、免震部材の取り付け部、

ベースプレートの形状や新しい

タイプの施工（設置）方法等につ

いて情報収集中である。

免震部材部会
委員長　 山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　 山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

免震部材の性能評価や設計だけ

でなく免震システムとしての設

委 員 会 の 動 き
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普及委員会
委員長　須賀川　勝

9月7日（金）工学院大学で第12回

免震フォーラム「原点に立ち戻

って免震建築を再考する」を開

催し、200名を越える参加者があ

った。フォーラムとしては最高

の参加者があったことは講演に

参加された講師の先生、司会進

行、運営にあたった教育普及部

会をはじめ各部会の皆様方の尽

力の結果であった。改めて深謝

します。この他の各部会の活動

内容は下記を参照して下さい。

教育普及部会
委員長　早川　邦夫

7月20日（金）に当協会と日本ゴ

ム協会との共催で2回目の免震専

科講習会「免震建築の詳細設計

法と積層ゴムの性能に関する講

習会」を開催した。

8月29日～31日に福岡大学で開

催された建築学会大会期間中に、

同大学 山研究室の実験棟に会

員17社、免震協会および 山研

究室からの出展による「免震展

示会」を開催し、3日間で約350

名の見学があった。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、10月

24日（水）に開催されました。11月

22日発行予定の会誌58号の進行

状況、次の59号の内容及び執筆

依頼について検討しました。

創立15周年記念事業委員会が

発足し、2008年を中心に3年間行

われるが、フォーラムや見学会

開催・内容報告等機関誌にタイ

ムリーに広報していく事が確認

された。

情報発信としての免震協会HP

についても、上記創立15周年記

念事業のコーナーを設けて広報

を進める。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

8月27日に第10回委員会、9月

26日に第11回委員会を開催。第

10回委員会より新しい委員を1名

迎えた。地震リスク、環境問題、

地震防災の3テーマに関する活動

報告書を作成した。報告書に基づ

くショートセミナーを12月に計

画し、内容を検討中。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

CIB/W114の第2回ニュースレタ

ーを発行した。その中では、8月

15日のペルー地震に斉藤が調査団

として参加したこと、7月16日の

新潟県中越沖地震において新潟の

20棟の免震建物が無被害であった

こと、新たにCIB/W114のメンバー

が8名加わったことが紹介された。

これに合わせて、CIB/W114のホー

ムページもアップデートされた

（http://www.cibw114.net/）。新メン

バーは、イタリア、米国、ポルトガ

ル、アルメニア、イラン、中国、台

湾からであり、今後、国際的な活

動の広がりが期待される。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

（1）本年度第2回の資格制度委員

会「運営委員会」を7月24日

（火）に、また第3回の「運営委

員会」を9月4日（火）にそれぞ

れ開催し、10月7日（火）に開催

する『免震部建築施工管理技

術者講習・試験』（於：都市

センターホテル）の試験問題に

ついて検討・確認を行うとと

もに、『講習・試験』の実施方

に関わる諸準備を行った。

計・施工に関わる問題を扱うこ

とにして活動を始めた。本年度1

回目の委員会を7月に開催して、

今後取り組むべき課題を抽出し

ている。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

2006年度のダンパー小委員会の

活動成果として、「免震部材部会

ダンパー小委員会　活動報告書」

をJSSI会員専用ホームページで公

開（7/23掲載）。本年度からダン

パー小委員会の組織を改組し、ア

イソレータ小委員会と同様の目標

をもって活動を開始した。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会と

制振部材品質基準小委員会は、

これまでに「パッシブ制振構造

設計・施工マニュアル」第一版、

第二版を発行してきており、ま

た7月には第二版第二刷（改訂を

含む）を発行した。さらに、この

詳細な内容のマニュアルに加え、

現在は簡単なワークブックを作

成しており、また、それを用い

た「パッシブ制振構造の設計・計

算講習会」を11月中旬に開催する。

講習会は3日間の「寺子屋形式」

の講義・演習からなり、初心者

を制振設計ができるレベルにま

で引き上げることを目指してお

り、その準備を進めている。

防耐火部会
委員長　池田　憲一

滑り系装置（弾性滑り・剛滑り）

について耐火構造の認定条件の検

討を継続。高温履歴後（火災後）の

装置の再使用を含めた耐火設計ガ

イドラインの検討を開始した。
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また、この『講習・試験』は

予定通り10月7日（火）に実施

され、本誌に別途詳細報告さ

れている通り、受験申込者は

318名、当日の受験者は311名

であり、当今の建築界におい

て本資格に対する要望がな

お強いことをあらためて示

したものと思われる。

なお、資格制度委員会では

このあとただちに採点・合

否審査を行い、11月中旬に

は合否通知を受験者全員宛

に送付する予定である。ま

た、合格者には併せて登録

申請の受付を行い、2008年1

月中旬には、「免震部建築施

工管理技術者登録証」を発

行する予定である。

（2）当協会が11月以降に開催す

る今年度の資格制度関連の

講習・試験は下記の通り実

施する予定である。

免震部建築施工管理技術者更新

講習会

11月11日（日）新宿NSビル

免震建物点検技術者更新講習会

11月25日（日）新宿NSビル

免震建物点検技術者講習・試験

1月26日（土）砂防会館

記念事業委員会
委員長　川口　健一

記念事業委員会は2008年に15周

年を迎える本協会の関連記念事業

を司ることを目的としており、3

回の準備委員会を経て、2007年6

月15日に第1回の委員会を開催、

発足した。9月28日に第2回の委員

会を開催し、各部会の活動方針を

報告、方向性の修正を含めた議論

を行った。

それぞれの活動に対応した6部

会を設け、本会の常置部会との連

携を図りながら活動していく。記

念事業は2008年から2009年にわた

り行うものとし、特別イベントと

しては2009年に国際ワークショッ

プを企画している（記念国際ワー

クショップ部会：斉藤大樹委員

長）。また、学生まで参加できる

記念アイディアコンペ（コンペ部

会：立道郁夫委員長）、起震車等

を用いた市民イベント（市民イベ

ント実施部会：三山剛史委員長）、

等の実施も計画している。

また、免震部材の耐久性に関す

る技術調査（記念調査研究部会：

古橋剛委員長）や国際ワークショ

ップと同時に開催する講演会、見

学会（広報部会：加藤晋平委員長）

など本協会の通常活動をより拡大

した形で行う事業も計画してい

る。さらに15周年を記念して「修

士論文賞」の設立を計画（コンペ

部会）しており、協会として継続

的に免震構造の研究開発を下支え

していく仕掛けとして定着させた

いと考えている。上記活動の総務

は総務会計部会（安藤喜一郎委員

長）が行う。

15周年記念事業は10周年記念事

業の経験を踏まえて、より実質的

な形で免震構造の啓蒙活動を盛り

上げると共に、本協会の15周年の

マイルストーンを刻む活動を目指

している。
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会員動向

会員種別 会員名

会員名または氏名

業種または所属

所　属

入　会

会員種別

退　会

第1種正会員

賛助会員

　　〃

　　〃

第2種正会員

　　〃

アラップ・ジャパン

サス・サンワ（株）

（株）イーステック

（株）小堀鐸二研究所

三山　剛史

小野　聡子

土木・建築に関する設計、監理及び
コンサルティング

商社

メーカー／建築・土木 機械制御装置・
製造販売賃貸

設計事務所／構造、コンサルタント／建築

帝塚山大学　現代生活学部
居住空間デザイン学科　教授

有明工業高等専門学校
建築学科　准教授

第1種正会員

賛助会員

第2種正会員

オリエンタル建設（株）

（有）松茂建築デザイン

石田勝彦

名誉会員 1名

第1種正会員 108社

第2種正会員 175名

賛助会員 71社

特別会員 6団体

会員数
（2007年9月30日現在）
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可



72 MENSHIN NO.58 2007.11

会員動向

社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書
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会員動向

社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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会員動向

社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容
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I n f o r m a t i o n

◇会誌57号　掲載記事の誤り

会誌57号 特別寄稿「2006年度免震制振建物データ集積結果」のうち、45ページ右

下「戸建住宅軒数」と46ページ左上「病院棟数」の図が逆になっておりました。

大変申し訳ありませんでした。

◇「平成19年度横浜市泉区地震防災展」の報告

平成19年8月30日～9月5日までの平日の5日間、横浜市泉消防署からの依頼により、

横浜市泉区総合庁舎1階区民ホールにて「泉区地震防災展」に日本免震構造協会も

出展しました。この地震防災展は、泉消防署が大地震に備え、区民の防災意識の

高揚を図るため防災週間の事業の一環として実施したものです。

開催期間中、比較模型展示にナイス（株）の協力を得ました。ありがとうございま

した。

◇「省エネ住まいEXPO2007」の報告

平成19年10月5日（土）、6日（日）の2日間、長野県長野市のビッグハットで「省エネ

住まいEXPO2007」が開催されました。日本免震構造協会は、専務理事　可児

長英による講演「免震構造のメカニズムと導入」及び、パネル・パンフレットの

展示を行いました。
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インフォメーション

11/11 施工管理技術者対象：更新講習会（東京：新宿NSビル） 約160名

11/中旬 平成19年度免震部建築施工管理技術者試験/合格者発表

11/15 パッシブ制振構造の設計計算講習会（東京：建築家会館）

11/22 パッシブ制振構造の設計計算講習会（東京：建築家会館） 定員50名

11/29 パッシブ制振構造の設計計算講習会（東京：建築家会館）

11/22 平成19年度免震建物点検者講習・試験申込受付締切り

11/25 点検技術者対象：更新講習会（東京：新宿NSビル） 約110名

11/26 会誌「menshin」No.58発行 1200部

11/30 日本免震構造協会協会賞応募書類提出締切

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24 

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

7 

14 

21 

28

6 

13 

20 

27

1月
1/7 仕事始め

1/16 通信理事会

1/18 賀詞交歓会（明治記念館） 約150名

1/26 平成19年度免震建物点検技術者講習・試験（砂防会館）

約150名

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

2 

9 

16

23

2月
2/4 平成20年度年会費請求書送付

2/中旬 理事会（協会会議室）

2/25 会誌「menshin」No.59 発行 約1200部

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

11月

日 月 火 水 木 金 土

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

1

8

15

22

29

2 

9 

16 
23/30

3 

10 

17 
24/31 

4 

11 

18 

25

12月

12/12 ショートセミナー/免震建物と地震リスク（東京：建築家会館）

12/27 仕事納め

年末年始の休暇　12/28～1/4

は、行事予定日など行事予定表（2007年11月～2008年2月）



新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒100-8071 東京都千代田区大手町二丁目6番3号
問合せ先：03-3275-6667 0120-57-7815 http://www.nsc-eng.co.jp/
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